
 

 

＜住まい・まちづくりを取り巻く現状＞ 

 
目次 

 

１．本県人口・世帯の現状 ·················································· 1 

 

２．本県居住者の現状 

（１）若年・子育て世帯の状況 ················································· 3 

（２）高齢者の状況 ··························································· 7 

（３）住宅確保要配慮者の状況 ················································ 13 

 

３．本県住宅の現状 

（１）住宅ストック・フローの状況 ············································ 16 

（２）空き家の状況 ·························································· 20 

（３）既存住宅の流通の状況 ·················································· 22 

（４）マンションの状況 ······················································ 27 

（５）性能向上等への取組の状況 ·············································· 29 

（６）県営住宅の状況 ························································ 32 

 

４．本県住宅産業・新技術の現状 

（１）住宅産業の状況 ························································ 35 

（２）新技術の状況 ·························································· 36 

 

５．本県まちづくりの現状 

（１）団地再生の状況 ························································ 37 

（２）防災の状況 ···························································· 40 

 

１．本県人口・世帯の現状 

○総人口の推移と将来推計 

・本県の人口は、2019 年 10 月１日時点で 755 万 2,873 人。わが国の人口が減少する中

にあって、人口増加を維持している。 

・長期的な見通しでは、ケース②を本県が活力を維持していく上での人口の目安とし、結

婚・出産・子育ての切れ目のないサポート体制の構築や、産業振興、雇用の場の創出、

働き方改革の推進など、様々な施策を講じることにより、これに近づけていくことが求

められるが、ケース②であっても、2025 年をピークに人口は減少に転じる。 

●本県の総人口の推移 

 
資料：第２期愛知県人口ビジョン・まち･ひと･しごと創生総合戦略 

●将来推計（本県人口の長期的な見通し（総人口）） 

 
資料：第２期愛知県人口ビジョン・まち･ひと･しごと創生総合戦略 
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○本県の年齢３区分別の推移と将来推計 

・本県人口を年齢３区分別に見ると、年少人口（０～14 歳人口）については、1980 年の

155 万５千人（構成比 25.0％）をピークに減少を続けており、2000 年代前半には老年人

口（65 歳以上人口）を下回った。2015 年には 102 万３千人（構成比 13.8％）となり、

構成比はピーク時の半分程度まで減少している。 

●本県の年齢３区分別の推移と将来推計 

資料：愛知県政策企画局企画調整部地方創生課 

 

○本県の世帯数・世帯当たり人員の推移及び将来推計 

・一般世帯数は、今後 10 年は増加が続き、2030 年の 320 万世帯をピークとして以降は減

少すると推計されている。 

・一世帯当たり人員は 1980 年以降、減少が続いており、今後は横ばいで推移する。 

・世帯類型別に見ると、2010 年に単独世帯が 92 万世帯となり、他の世帯類型を上回った。

夫婦のみ世帯も伸びており、今後も単独世帯、夫婦のみ世帯の増加が継続する。 

●本県の世帯数・世帯当たり人員の推移及び将来推計 
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資料：国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所『日本の地域別将来推計人口（平成 30（2018）年推計）』 

 

●本県の世帯類型別の世帯数の推計 
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資料：国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所『日本の世帯数の将来推計（都道府県別推計）』（2019 年推計） 
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○本県の自然増減・社会増減の状況 

・本県の転出入者数は、景気動向の影響を受けて増減が起こりやすく、高度成長期（1955

～1973 年頃）やバブル景気（1986～1991 年頃）、いざなみ景気（2002～2008 年頃）の時

期には転入超過となった。 

 
資料：第２期愛知県人口ビジョン・まち･ひと･しごと創生総合戦略 

 

 

２．本県居住者の現状 

（１）若年・子育て世帯の状況 

○本県の市町村別 子育て世帯率（2015 年） 

・子育て世帯率（一般世帯数に対する、18 歳未満のいる世帯数の割合）は、県全体では 23.9％

である。 

・日進市やみよし市、東郷町、大口町、飛鳥村、阿久比町、幸田町では３割を超え、反対

に名古屋市や設楽町、東栄町、豊根村など一部町村が１～２割と低い。 

●一般世帯数に対する子育て世帯数の割合 

子育て

世帯率

子育て

世帯率

子育て

世帯率

子育て

世帯率

子育て

世帯率

名古屋市 19.7% 　緑区 28.4% 安城市 28.8% 高浜市 28.7% 大口町 30.3%

　千種区 16.7% 　名東区 23.8% 西尾市 28.0% 岩倉市 22.2% 扶桑町 27.1%

　東区 14.7% 　天白区 21.2% 蒲郡市 23.7% 豊明市 24.0% 大治町 29.4%

　北区 18.3% 豊橋市 25.6% 犬山市 24.9% 日進市 30.1% 蟹江町 23.4%

　西区 18.6% 岡崎市 26.9% 常滑市 24.2% 田原市 25.2% 飛島村 30.2%

　中村区 14.7% 一宮市 26.7% 江南市 25.9% 愛西市 27.8% 阿久比町 30.5%

　中区 8.7% 瀬戸市 23.7% 小牧市 24.3% 清須市 25.0% 東浦町 26.4%

　昭和区 15.7% 半田市 25.2% 稲沢市 26.7% 北名古屋市 26.3% 南知多町 18.4%

　瑞穂区 19.4% 春日井市 25.0% 新城市 23.0% 弥富市 26.2% 美浜町 19.7%

　熱田区 15.9% 豊川市 26.7% 東海市 25.6% みよし市 33.0% 武豊町 26.2%

　中川区 21.7% 津島市 24.9% 大府市 27.3% あま市 26.7% 幸田町 32.4%

　港区 21.5% 碧南市 26.3% 知多市 25.1% 長久手市 27.9% 設楽町 14.1%

　南区 18.0% 刈谷市 25.1% 知立市 25.1% 東郷町 31.1% 東栄町 11.9%

　守山区 26.2% 豊田市 25.0% 尾張旭市 26.0% 豊山町 26.2% 豊根村 11.0%

資料：平成 27（2015）年国勢調査 
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○本県の市町村別 合計特殊出生率 

・2013～2017 年の本県の合計特殊出生率は 1.55（2019 年は 1.45 注）であり、全国値 1.43

（2019 年は 1.36 注）を上回っている。 

・市区町村別に合計特殊出生率を見ると、上位の市町村は、大府市（1.93）、東海市（1.86）、

日進市（1.85）、大治町（1.85）などであり、下位の市町村は、愛西市（1.25）、美浜町

（1.27）、津島市（1.29）、瀬戸市（1.34）である。製造業を中心に産業が集積し、若年

層の流入が大きい西三河地域、知多北部地域においては比較的高いものの、名古屋市中

心部では低い傾向が見られる。 

●市町村別 合計特殊出生率（2013～2017 年） 

合計特殊

出生率

合計特殊

出生率

合計特殊

出生率

合計特殊

出生率

合計特殊

出生率

名古屋市 1.41  緑区 1.64 安城市 1.75 高浜市 1.66 大口町 1.80

 千種区 1.28  名東区 1.43 西尾市 1.58 岩倉市 1.66 扶桑町 1.62

 東区 1.18  天白区 1.50 蒲郡市 1.40 豊明市 1.52 大治町 1.85

 北区 1.42 豊橋市 1.60 犬山市 1.36 日進市 1.85 蟹江町 1.48

 西区 1.38 岡崎市 1.66 常滑市 1.46 田原市 1.64 飛島村 1.56

 中村区 1.30 一宮市 1.50 江南市 1.45 愛西市 1.25 阿久比町 1.77

 中区 1.04 瀬戸市 1.34 小牧市 1.58 清須市 1.72 東浦町 1.53

 昭和区 1.28 半田市 1.50 稲沢市 1.53 北名古屋市 1.80 南知多町 1.36

 瑞穂区 1.39 春日井市 1.67 新城市 1.39 弥富市 1.50 美浜町 1.27

 熱田区 1.32 豊川市 1.66 東海市 1.86 みよし市 1.80 武豊町 1.58

 中川区 1.51 津島市 1.29 大府市 1.93 あま市 1.61 幸田町 1.76

 港区 1.35 碧南市 1.57 知多市 1.49 長久手市 1.67 設楽町 1.44

 南区 1.42 刈谷市 1.80 知立市 1.72 東郷町 1.62 東栄町 1.49

 守山区 1.66 豊田市 1.65 尾張旭市 1.50 豊山町 1.70 豊根村 1.58

注：2019 年人口動態統計月報（概数）の概況 2019 年人口動態統計月報（概数）の概況 

資料：厚生労働省 平成 25 年～平成 29 年人口動態保健所・市区町村別統計の概況 

 

○本県の共働き世帯数・率 

・「夫婦のみの世帯」、「夫婦と親から成る世帯」、「夫婦と子供から成る世帯」、及び「夫婦、

子供と親から成る世帯」の合計 167 万１千世帯のうち、夫婦ともに有業の世帯（夫婦共

働き世帯）は 85 万世帯（50.9％）、夫が有業で妻が無業の世帯（専業主婦世帯）は 41

万世帯（24.5％）、夫が無業で妻が有業の世帯は７万６千世帯（4.5％）、夫婦ともに無業

の世帯は 32 万世帯（19.2％）となっている。 

・平成 24 年と比較すると、専業主婦世帯の割合は 5.2 ポイント低下、夫婦共働き世帯の割

合は 3.7 ポイント上昇した。 

・全国平均と比較すると、夫婦共働き世帯の割合は、2.1％上回っている。 

●夫と妻の就業状態別世帯比率 

 

資料：平成 29 年就業構造基本調査結果報告書 
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○本県の社会増減 

・全国地域ブロック別の人口移動の状況を見ると、東京圏に対して、転出超過となってい

る。また、近年では、東京圏への転出超過数は拡大傾向にある。 

・2019 年の人口移動を見ると、男性は、15～29 歳で東海、関西、九州・沖縄などを中心

に大幅な転入超過となっているものの、東京圏に対しては、20～24 歳、25～29 歳など

で転出超過数が大きくなっている。女性は、15～29 歳で転入超過が大きくなっているも

のの、超過数は男性ほど大きくはない。一方で、東京圏への転出超過数は男性よりも大

きく、特に大学卒業後の就職時における 20～24 歳において顕著となっている。 

●本県と全国地域ブロック別の転出入超過数の推移 

 

●男女別・年齢階級別の人口移動状況(2019 年) 

 

資料：第２期愛知県人口ビジョン・まち･ひと･しごと創生総合戦略 

―●― 転出入者数 ―●― 転出入者数 

 

○家族構成別の住宅及び居住環境の総合的な評価（全国・Ｈ30 住生活総合調査） 

・住宅及び居住環境に対する総合的な評価の家族構成別の不満率は、親と子から成る世帯や

夫婦のみ世帯は減少傾向だが、単身世帯では平成 30 年は 23.2％と微増している。 

●家族構成別の住宅及び居住環境の総合的な評価（家族構成別の住宅及び居住環境に対する総

合的な評価に関する不満率） 

（不満率） 

 
資料：平成 30 年住生活総合調査 
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○子育て世帯が住宅及び居住環境に関して重要と思う項目（全国・Ｈ30 住生活総合調査） 

・子育て世帯が住宅及び居住環境に関して重要と思う項目（長子が 17 歳以下の世帯を抽出

して集計）を見ると、「治安」が 47.7％と最も高く、次いで「通勤･通学の利便」が 45.7％、

「日当たり」が 43.4％、「日常の買物などの利便」が 39.6％となっている。 

・全世帯の値と比較すると、「通勤･通学の利便」（+17.5％）、「広さや間取り」（+13.0％）、「子

どもの遊び場、子育て支援サービス」（+12.0％）などにおいて大きくなっている。 

・一方、「高齢者への配慮(段差がない等)」（-9.1％）、「福祉･介護の生活支援サービス」

（-8.2％）、「医療･福祉･文化施設などの利便」（-6.7％）などにおいて小さくなっている。 

●住宅及び居住環境に関して子育てのために重要と思う項目（全国） 

 
☆全世帯平均より、子育て世帯が上回る項目 

資料：平成 30 年住生活総合調査 
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☆ 

☆ 

 

○「あいちはぐみんプラン 2020-2024」（2020 年 3 月）より関連部分抜粋 

・本計画は、子ども・子育てに関する様々な課題の解決に向けて取り組んでいくため、第

四次愛知県少子化対策推進基本計画として、中長期的な視野に立った少子化対策を総合

的かつ計画的に推進するために策定された。 

・計画期間：2020～2024 年度（５年間） 

・基本目標：県民が家庭を築き、安心して子どもを生み育てることができる社会の実現 

●住宅・住環境に関する今後の取組み 

基本施策 19 子育てしやすい居住環境の整備 

 

 

基本施策 20 安心できるまちづくりの推進 
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（２）高齢者の状況 

○高齢者人口の推移と今後の見通し 

・65 歳以上の高齢者人口は、2000 年に 100 万人を上回り、その後の 15 年間で 74 万人増加

した。今後も増加傾向が続き、2030 年には 200 万人を超えると推計されている。 

・さらに、「団塊ジュニア世代」（1971～1974 年生まれ）が 65 歳を迎える 2035 年から 2040 

年までの間にも大きく増加すると見込まれており、高齢者人口がピークを迎えるのは 

2045 年以降と推計されている。 

・65 歳以上の高齢者人口比率も上昇を続け、2020 年には 25.4％、2045 年には 33.1％と 30％

を超えるが、全国値（2020 年 28.9％、2045 年 36.8％）と比較すると低い。 

・75 歳以上の後期高齢者人口比率は、2010 年時点では 8.8％であったが、団塊の世代がす

べて後期高齢者となる 2025 年には 15.7％と 1.8 倍となっている。 

●高齢者人口の推移と今後の見通し 
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 資料： 2015 年までは総務省「国勢調査」、2020 年以降は第２期愛知県人口ビジョン・まち･ひと･しごと

創生総合戦略を元に作成 

全国値は国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成 30（2018）年推計）」 

 

推計値 

全国値  
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○高齢者のいる世帯の家族類型別世帯数の推移 

・高齢者のいる世帯は 2015 年時点で 114 万世帯である。 

・高齢者のみ世帯（単独と夫婦のみ）は 62 万 6 千世帯で、高齢者のいる世帯の 54.8％を

占める。 

・高齢者のいる世帯の内訳は全国と大きく変わらないが、単独世帯は全国より 2.7％低い

状況である。 

●高齢者のいる世帯の家族型別世帯数の推移 

18,112
27,176 40,810 59,324 84,867 123,381 167,609

217,326
280,764

31,415 47,291 63,479
87,696

128,753

183,516

238,168

292,315

345,781

34,978
42,172

49,413
63,925
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125,477

173,579

229,070

282,369
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239,553

260,413
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281,754
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266,897
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233,950
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単独世帯 夫婦のみ世帯 核家族世帯

(夫婦のみ世帯除く)

親族世帯・その他

(世帯）
総数

1,142,864

295,644
356,192

414,115

584,703

481,000

708,454

846,253

991,869

 
資料：国勢調査 

●高齢者のいる世帯の家族型別世帯数の比較 

24.6%

27.3%

30.2%

29.6%

24.7%

24.5%

20.5%

18.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

愛知県

(n=1,142,864)

全国

(n=21,713,308)

単独世帯 夫婦のみ世帯 核家族世帯

(夫婦のみ世帯除く)

親族世帯・その他

 

資料：平成27年国勢調査 

626,545 

56.9% 

54.8% 
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○市町村別高齢化率（2015 年） 

・愛知県全体の高齢化率は 23.8％であり、全国値（26.7％）よりも低い。 

・市町村別に見ると、刈谷市、安城市、知立市、高浜市、日進市、みよし市、長久手市な

ど製造業が立地している市で低く、町村部で高くなっている。特に設楽町と東栄町、豊

根村は 50％に迫る状況である。 

●市町村別高齢化率 

高齢化率 高齢化率 高齢化率 高齢化率 高齢化率

名古屋市 24.2% 　緑区 21.5% 安城市 19.6% 高浜市 19.0% 大口町 23.1%

　千種区 23.7% 　名東区 20.7% 西尾市 24.0% 岩倉市 24.1% 扶桑町 26.1%

　東区 23.9% 　天白区 21.5% 蒲郡市 28.1% 豊明市 24.8% 大治町 21.0%

　北区 27.7% 豊橋市 24.1% 犬山市 27.9% 日進市 19.9% 蟹江町 24.2%

　西区 24.0% 岡崎市 21.6% 常滑市 25.5% 田原市 25.7% 飛島村 30.6%

　中村区 27.4% 一宮市 25.7% 江南市 26.5% 愛西市 29.3% 阿久比町 25.6%

　中区 21.2% 瀬戸市 28.2% 小牧市 23.5% 清須市 23.0% 東浦町 24.4%

　昭和区 23.5% 半田市 23.0% 稲沢市 25.4% 北名古屋市 23.8% 南知多町 34.5%

　瑞穂区 25.8% 春日井市 24.7% 新城市 32.7% 弥富市 25.0% 美浜町 27.6%

　熱田区 26.5% 豊川市 24.9% 東海市 21.4% みよし市 16.9% 武豊町 23.8%

　中川区 23.9% 津島市 27.9% 大府市 21.1% あま市 25.6% 幸田町 20.5%

　港区 25.6% 碧南市 22.8% 知多市 25.5% 長久手市 15.5% 設楽町 47.4%

　南区 28.6% 刈谷市 19.1% 知立市 19.4% 東郷町 22.2% 東栄町 48.8%

　守山区 23.8% 豊田市 20.8% 尾張旭市 25.0% 豊山町 22.1% 豊根村 48.5%

資料：平成 27（2015）年国勢調査 

 

○本県の地域別高齢夫婦世帯・単身高齢世帯 

・高齢夫婦世帯率は 10.4％、高齢単身世帯率は 10.1％であり、ともに全国値より低い。特

に高齢単身世帯率は比較都府県の中で最も低い。 

・地域別に見ると、高齢夫婦世帯については海部地域が県平均を大きく上回り、高齢単身

世帯については西三河地域が県平均を大きく下回っている。 

●高齢夫婦世帯数・単身高齢世帯率（都道府県比較・地域別の状況） 

11.5% (6,166,000)

10.4% (320,100)

11.6% (350,700)

12.5% (328,600)

7.9% (534,400)

10.9% (436,500)

11.1% (440,200)

12.7% (292,800)

10.9% (244,600)

9.2% (98,700)

12.1% (67,020)

11.9% (22,410)

13.1% (16,260)

12.2% (29,450)

9.4% (57,170)

10.0% (28,160)

11.9% (6,380,300)

10.1% (308,500)

10.2% (309,800)

10.9% (288,000)

11.9% (807,700)

11.1% (444,200)

13.5% (533,300)

13.1% (302,900)

12.7% (283,500)

11.9% (127,600)

9.9% (54,870)

8.6% (16,090)

10.9% (13,510)

10.0% (24,230)

7.5% (45,720)

9.2% (25,740)

0% 2% 4% 6% 8% 10% 12% 14% 16%

全国
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埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

大阪府

兵庫県

福岡県

名古屋

尾張北部

尾張東部

海部

知多

西三河

東三河

高齢夫婦世帯 高齢単身世帯

都
道
府
県
別

地
域
別

 
注：高齢夫婦とは、夫 65 歳以上、妻 60 歳以上の夫婦をいう。 

資料：平成 30 年住宅・土地統計調査 
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○高齢者向け住まい・利用者数の推移（全国） 

・高齢者向け住まい・施設として、「住まい」に類型化される養護老人ホーム、軽費老人ホ

ーム、有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅のほか、介護保険上の「施設」で

ある介護老人福祉施設（特養）、介護老人保健施設（老健）、介護療養型医療施設、認知

症高齢者グループホームがある。（なお、新たな介護療養型医療施設の指定はなく、その

機能を引き継いだ新しい「施設」として、平成 30 年４月に介護医療院が新設された。） 

・近年、特養、有料老人ホーム、老健、サ高住、認知症グループホームが増加している。 

●高齢者向け住まい・利用者数の推移（全国） 

 

資料：社会資本整備審議会住宅宅地分科会資料 

 

○高齢者向け住まい・施設の状況 高齢者数に占める割合 

・県内の高齢者向け住まいは、5.0 万戸。高齢者数に占める割合は、2.7％。 

●高齢者向け住まいの状況 

住宅名称 戸数 備考 

サービス付き高齢者向け住宅 10,324 戸  2019 年 3 月 31 日時点 

シルバーハウジング 1,505 戸  2019 年 3 月 31 日時点 

地域優良賃貸住宅（高齢者型） 1,082 戸  2019 年 3 月 31 日時点 

高齢者向け優良賃貸住宅 1,338 戸  2019 年 3 月 31 日時点 

有料老人ホーム 31,483 戸  2020 年６月１日時点 

軽費老人ホーム 4,183 戸  2020 年６月１日時点 

高齢者向け住まい計 49,915 戸   

高齢者人口 1,875,260 人  2020 年４月１日時点 

高齢者向け住まいの割合 2.7％  ― 

 

○愛知県高齢者居住安定確保計画（2012 年 3月）より抜粋 

・高齢者向け賃貸住宅（生活支援サービス付き）の平成 32 年度における供給目標量を約

1.1 万戸としている。 

●高齢者向け賃貸住宅等の供給の目標 
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○高齢者世帯（単身・夫婦）が住宅及び居住環境に関して重要と思う項目（全国・Ｈ30 住生

活総合調査） 

・全国の「高齢者世帯（単身・夫婦）」が住宅及び居住環境に関して重要と思う項目を見ると、

「日常の買物などの利便」が 34.3％と最も高く、次いで「地震時の安全性」が 31.3％、「治

安」が 30.8％、「医療･福祉･文化施設などの利便」が 30.5％となっている。  

・全世帯の値と比較すると、「高齢者への配慮(段差がない等)」（+7.0％）、「福祉･介護の生活

支援サ-ビス」（+6.5％）、「医療･福祉･文化施設などの利便」（+6.0％）、などにおいて大き

くなっている。 

・一方、「通勤･通学の利便」（-15.7％）、「広さや間取り」（-10.9％）、「収納の多さ 使い勝手」

（-9.2％）などにおいて小さくなっている。 

●高齢者世帯（単身・夫婦）が住宅及び居住環境に関して重要と思う項目（全国） 

 
☆全世帯平均より、高齢者世帯が上回る項目 

☆ 

☆ 
☆ 

☆ 
☆ 

☆ 
☆ 

☆ 

☆ 

☆ 

資料：平成 30 年住生活総合調査 

 

○全国の家族構成別の今後５年以内の住み替え意向（全国・Ｈ30 住生活総合調査） 

・全国の今後５年以内の住み替え意向について、家族構成別に経年変化を見ると、「単身（64

歳以下）」の住み替え意向が平成 10 年以降増加しており、平成 10 年の 12.3%から平成 30

年の 26.4%となっている。 

・また、「単身（65 歳以上）」の住み替え意向が平成 10 年以降増加しており、平成 10 年の 2.0%

から平成 30 年の 6.7%となっている。 

●家族構成別の今後５年以内の住み替え意向（全国） 

 
（1983 年） （1988 年） （1993 年） （1998 年） （2003 年） （2008 年） （2013 年） （2018 年） 
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○高齢期における住み替えの課題（全国・Ｈ30 住生活総合調査） 

・全国の高齢者世帯における住み替えの課題を見ると、持ち家への住み替え意向のある高齢

者世帯では、「資金・収入等の不足」が６割程度と最も高い。次いで「現在の住まいの売却･

賃貸」が２～３割程度である。 

・借家などへの住み替え意向のある世帯でも、持ち家同様の傾向にあり、「資金・収入等の不

足」が最も高く、５～６割程度である。 

●高齢期における住み替えの課題（全国） 

 
資料：平成 30 年住生活総合調査 

 

 

○終末期に住みたいところ 

 

 資料：社会資本整備審議会住宅宅地分科会資料 
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○高齢者のための設備がある住宅の割合（地域別、他県比較） 

①高齢者のための設備がある住宅の割合 

・本県の高齢者等のための設備がある住宅の割合は、51.8％（158.9 万戸）と全国の 50.9％

より高い。 

・愛知県内の地域別にみると、高齢者等のための設備がある住宅の割合は、名古屋では

49.7％（約 53.2 万戸）と低いが、他の地域は５割を超える。 

●高齢者のための設備がある住宅の割合（都道府県比較・地域別の状況） 

50.9% (27,269,600)

51.8% (1,588,500)

50.2% (1,519,100)

49.5% (1,304,600)

46.4% (3,157,200)

49.7% (1,988,100)

51.2% (2,021,500)

56.9% (1,314,000)

50.1% (1,122,400)

49.7% (532,100)

54.0% (298,690)

53.5% (100,390)

50.8% (62,900)

54.1% (130,640)

52.5% (319,420)

50.6% (141,780)
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別

 
 

資料：平成 30 年住宅・土地統計調査 

 

②本県の住宅の省エネ設備の状況 

・本県の省エネ設備の設置状況を見ると、二重サッシ又は複層ガラスの窓がある住宅の割

合は、25.0％（76.8 万戸）と全国の 29.0％より低い。 

・地域別にみると、二重サッシ又は複層ガラスの窓がある住宅の割合は、名古屋では 19.9％

（約 21.3 万戸）と低いが、他の地域は３割近い。 

●太陽光を利用した発電機器がある住宅及び二重サッシ又は複層ガラスの窓がある住宅の

割合（都道府県比較・地域別の状況） 

4.1% (2,189,600)

5.2% (158,700)

3.9% (117,000)

3.6% (95,500)

1.4% (92,400)

2.6% (103,000)

2.3% (89,800)

4.0% (92,500)

4.4% (99,100)

2.4% (25,300)

6.1% (33,810)

6.4% (11,930)

5.5% (6,780)

7.0% (16,890)

7.5% (45,320)

6.6% (18,430)

29.0% (15,531,700)

25.0% (768,200)

26.8% (809,800)

26.1% (687,300)

21.1% (1,433,900)

24.1% (963,400)

17.6% (695,800)

23.5% (541,800)

18.0% (402,600)

19.9% (212,800)

27.0% (149,340)

28.1% (52,680)

25.8% (31,870)

27.5% (66,310)

29.2% (177,470)

27.2% (76,260)
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注：人口１万５千人未満の町村が表章されていないため地域別の合算と県値は一致しない 

資料：平成 30 年住宅・土地統計調査 

12 



 

○リバースモ―ゲージについて 

 

資料：社会資本整備審議会住宅宅地分科会資料 

○リースバックについて 

 

資料：社会資本整備審議会住宅宅地分科会資料 

 

（３）住宅確保要配慮者の状況 

○本県の地域別 住宅確保要配慮者数 

・本県の住宅確保要配慮者は、属性別に、低額所得 43 万世帯、高齢単身 11 万世帯、高齢

夫婦 4.3 万世帯、障害者 34.8 万人、子育て 73 万世帯、ひとり親 4.6 万世帯、外国人 20.9

万人といった状況であり、各類型は重複の可能性がある。 

・全国を１としたとき、本県は外国人が著しく多い状況にある。 

・県内の主要都市比較（千世帯比）では、名古屋市は低額所得、高齢単身、高齢夫婦の世

帯比率が高く、豊橋市に外国人の世帯比率が高い。 

●属性別住宅確保要配慮者数、千人・千世帯比、全国順位 

低額所得世帯 ⾼齢単⾝世帯 ⾼齢夫婦世帯 障害者 ⼦育て世帯 ひとり親世帯 外国⼈
(借家)【H30】 (借家)【H27】 (借家)【H27】 【H27】 【H27】 【H27】 【H27】

⼈・世帯 430,400 110,219 43,104 347,742 730,200 45,771 209,351
⼈・世帯/

千⼈・千世帯
全国順位 19位/47 10位/47 6位/47 43位/47 10位/47 36位/47 2位/47

238.6 15.0 28.0

属性

140.2 36.0 14.1 46.5

 

●住宅確保要配慮者数（全国の比率を１としたときの愛知県の比率） 

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0
低額所得世帯(借家)

⾼齢単⾝世帯(借家)

⾼齢夫婦世帯(借家)

障害者⼦育て世帯

ひとり親世帯

外国⼈

全国 愛知県
 

●主な都市の属性別住宅確保要配慮者数、千人・千世帯比、県内順位 

上段：住宅確保要配慮者数 下段：千人・千世帯比及び県内順位 

低額所得世帯*1 ⾼齢単⾝世帯 ⾼齢夫婦世帯 障害者*2 ⼦育て世帯 ひとり親世帯 外国⼈
(借家)【H30】 (借家)【H27】 (借家)【H27】 【H27】 【H27】 【H27】 【H27】

213,000 60,897 22,735 116,418 207,870 15,189 69,320
(199.1, 1位/50) (57.6, 1位/54) (21.5, 2位/54) (50.7, 1位/1) (196.7, 50位/54) (14.4, 27位/54) (30.2, 13位/54)

17,010 3,089 1,248 - 42,424 2,269 14,684
(107.3, 23位/50) (18.2, 38位/54) (7.4, 33位/54) - (250.3, 37位/54) (13.4, 37位/54) (34.8, 10位/54)

16,510 3,400 1,082 - 39,622 2,198 9,611
(111.2, 21位/50) (23.1, 25位/54) (7.3, 34位/54) - (269.1, 16位/54) (14.9, 24位/54) (25.2, 23位/54)

17,460 4,375 1,629 - 36,939 2,441 14,719
(121.1, 15位/50) (30.4, 12位/54) (11.3, 17位/54) - (256.4, 29位/54) (16.9, 13位/54) (39.3, 8位/54)

14,970 4,298 1,992 - 38,050 2,524 5,215
(105.3, 26位/50) (30.2, 13位/54) (14.0, 9位/54) - (267.4, 17位/54) (17.7, 6位/54) (13.7, 46位/54)

豊⽥市

岡崎市

豊橋市

⼀宮市

市町村

名古屋市

 

資料：住宅・土地統計調査(H30)、国勢調査(H27)、福祉行政報告例(H27)、 

衛生行政報告例(H27)、在留外国人統計(H27.12) 

＊1 人口 1.5 万人以上の市町村のみ ＊2 政令市のみ 
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○ひとり親世帯及び母子世帯の状況 

・ひとり親世帯数は 2015 年時点で約 4 万 6 千世帯、ひとり親世帯率は 1.5％である。 

・母子世帯数は 2015 年時点で約 4 万 1 千世帯、母子世帯率は 1.3％である。 

・ひとり親世帯数及び母子世帯数は 1995 年から 2015 年まで一貫して増加している。ひと

り親世帯率及び母子世帯率は 2005 年から 2015 年はほぼ横ばいで推移している。 

●ひとり親世帯及び母子世帯の推移 

注：ひとり親世帯数＝母子世帯＋父子世帯 

注：母子（父子）世帯とは、未婚、死別又は離別の女親（男親）と、 

その未婚の 20 歳未満の子供のみから成る一般世帯をいう。 

資料：各年国勢調査 

 

24,269

31,165

38,784 39,418 40,919

29,007

36,034

43,871 44,347 45,771

1.0%

1.2%

1.4%

1.3% 1.3%1.2%

1.4%

1.6%
1.5% 1.5%

0.0%

0.2%

0.4%

0.6%

0.8%

1.0%

1.2%

1.4%

1.6%

1.8%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

1995 2000 2005 2010 2015

母子世帯数 ひとり親世帯数 母子世帯率 ひとり親世帯率

（世帯） （世帯比率）

 

○新たな住宅セーフティネット制度とは 

資料：国土交通省ＨＰ https://www.mlit.go.jp/common/001349874.pdf 
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○セーフティネット住宅、あんしん賃貸住宅の状況 

・本県のセーフティネット住宅の登録は、令和２年８月時点で、14,442 戸である。このう

ち 97.5％は名古屋市内である。 

・あんしん賃貸住宅は 3,001 戸、多くの市町に所在しているが、名古屋市が全体の 42％で

最も多い。協力店は 135 店となっている。 

●セーフティネット住宅、あんしん賃貸住宅の登録件数及び協力店数（所在する市町村のみ） 

数（戸） 割合（％） 数（戸） 割合（％） 数（戸） 割合（％）

愛知県計 2,124 14,442 100.0% 3,001 100.0% 135 100.0%

名古屋市 2,101 14,074 97.5% 1,275 42.5% 72 53.3%

豊橋市 0 0.0% 6 4.4%
岡崎市 5 11 0.1% 65 2.2% 4 3.0%
一宮市 1 9 0.1% 85 2.8% 5 3.7%
瀬戸市 96 3.2% 0 0.0%
半田市 18 0.6% 1 0.7%

春日井市 139 4.6% 5 3.7%
豊川市 5 140 1.0% 50 1.7% 2 1.5%
津島市 39 1.3% 2 1.5%
碧南市 31 1.0% 0 0.0%
刈谷市 29 1.0% 1 0.7%
豊田市 2 162 1.1% 105 3.5% 8 5.9%
安城市 49 1.6% 2 1.5%
西尾市 137 4.6% 1 0.7%
蒲郡市 62 2.1% 0 0.0%
江南市 29 1.0% 2 1.5%
小牧市 4 11 0.1% 0 0.0% 1 0.7%
稲沢市 79 2.6% 2 1.5%
新城市 52 1.7% 0 0.0%
東海市 0 0.0% 1 0.7%
大府市 50 1.7% 1 0.7%
知多市 4 30 0.2% 70 2.3% 1 0.7%
知立市 0 0.0% 3 2.2%

尾張旭市 6 0.2% 1 0.7%
高浜市 43 1.4% 1 0.7%
岩倉市 0 0.0% 2 1.5%
豊明市 15 0.5% 2 1.5%
日進市 127 4.2% 1 0.7%
愛西市 110 3.7% 0 0.0%
清須市 1 1 0.0% 0 0.0% 1 0.7%

北名古屋市 61 2.0% 2 1.5%
あま市 20 0.7% 0 0.0%

長久手市 29 1.0% 1 0.7%
扶桑町 0 0.0% 2 1.5%
大治町 0 0.0% 1 0.7%
蟹江町 0 0.0% 1 0.7%

阿久比町 33 1.1% 0 0.0%
東浦町 56 1.9% 0 0.0%
美浜町 1 4 0.0% 41 1.4% 0 0.0%

あんしん賃貸住宅

 
棟数

戸数 あんしん賃貸戸数 協力店数

セーフティーネット住宅

 

注：あんしん賃貸住宅とは、「高齢者、障害者、外国人、一人親、小さい子どもがいる、被災者、失業者、 

DV（配偶者等からの暴力）被害者の世帯」の入居を受け入れる民間賃貸住宅をいう。 

資料：セーフティネット住宅情報提供システム、愛知県 HP（2020 年 8 月 31 日時点） 

 

○居住支援協議会の状況 

・住宅確保要配慮者居住支援協議会は、2020 年 2 月末時点で、全国に 96 協議会が設立済。 

・本県では、愛知県居住支援協議会のほか、名古屋市、岡崎市に協議会が設置されている。 

●居住支援協議会設立状況（全国） 

 

資料：国交省 HP 
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○県営住宅・市町村営住宅の管理戸数 

・県内の公営住宅管理戸数は、県営住宅 57,483 戸、市町村営住宅 79,165 戸、合計 136,648

戸である。 

・構造別に見ると中耐と高耐が大半であるものの、木造・簡平・簡二が 4,548 戸（3.3％）

あり、市町村営住宅に多い。 

・市町村別に見ると、市町村営住宅の 71.6％は名古屋市営住宅である。 

●県営住宅・市町村営住宅管理戸数 

木造 簡平 簡二 中耐 高耐
136,648 723 2,140 1,685 65,134 66,966
100.0% 0.5% 1.6% 1.2% 47.7% 49.0%

１．愛知県 57,483 41 0 0 29,335 28,107
100.0% 0.1% 0.0% 0.0% 51.0% 48.9%

市町村営計 79,165 682 2,140 1,685 35,799 38,859
100.0% 0.9% 2.7% 2.1% 45.2% 49.1%

２．名古屋市 56,650 0 0 0 20,899 35,751
３．豊橋市 3,851 0 10 0 2,911 930
４．岡崎市 2,925 0 310 88 2,235 292
５．一宮市 2,413 56 431 391 1,393 142
６．瀬戸市 214 140 24 0 0 50
７．半田市 900 0 0 0 694 206
８．春日井市 594 3 25 27 353 186
９．豊川市 1,103 0 72 18 918 95
10．津島市 407 90 237 16 64 0
11．碧南市 527 0 129 0 290 108
12．刈谷市 1,144 0 32 208 769 135
13．豊田市 2,086 58 179 360 813 676
14．安城市 875 0 54 70 751 0
15．西尾市 1,222 12 436 197 577 0
16．蒲郡市 390 67 5 18 240 60
17．犬山市 46 46 0 0 0 0
18．常滑市 392 38 72 0 282 0
19．江南市 152 0 0 0 152 0
20．小牧市 88 0 0 0 44 44
21．稲沢市 388 0 0 114 188 86
22．新城市 261 23 0 0 238 0
23．東海市 259 0 79 40 140 0
24．大府市 282 0 0 0 282 0
25．知多市 108 0 0 0 108 0
26．知立市 133 0 0 39 94 0
27．尾張旭市 71 0 0 0 71 0
28．高浜市 140 0 0 0 140 0
29．岩倉市 48 0 0 0 48 0
30．田原市 658 1 23 59 545 30
31．みよし市 204 0 0 0 136 68
32．豊山町 30 0 0 0 30 0
33．大口町 54 0 0 30 24 0
34．東浦町 6 6 0 0 0 0
35．南知多町 1 1 0 0 0 0
36．美浜町 116 10 0 10 96 0
37．武豊町 154 0 0 0 154 0
38．幸田町 120 0 0 0 120 0
39．設楽町 55 55 0 0 0 0
40．東栄町 66 44 22 0 0 0
41．豊根村 32 32 0 0 0 0

内訳
管理戸数事業主体名

総　　計

 
資料：愛知県資料（Ｒ2.3.31 現在） 

 

３．本県の住宅の現状 

（１）住宅ストック・フローの状況 

○住宅ストック全体の概況 

・愛知県の住宅総数は、約 348.2 万戸、うち居住世帯のある住宅は約 306.9 万戸である。

うち、専用住宅は約 301.6 万戸である。 

・空き家は約 39.4 万戸であり、住宅総数に占める空き家率は 11.3％である。 

 
●愛知県の住宅ストックの概況（併用住宅の扱いにより以降と持借別の戸数が異なる） 

一戸建て： 1,450,000戸 (47.2%)
長屋建て： 10,600戸 (0.3%)
共同住宅： 318,900戸 (10.4%)
その他　： 1,000戸 (0.0%)

一戸建て： 600戸 (0.0%)
長屋建て： 2,200戸 (0.1%)
共同住宅： 111,800戸 (3.6%)
その他　： 0戸 (0.0%)

一戸建て： 0戸 (0.0%)
長屋建て： 0戸 (0.0%)
共同住宅： 46,300戸 (1.5%)
その他　： 0戸 (0.0%)

一戸建て： 42,500戸 (1.4%)
3,069,200戸 長屋建て： 61,300戸 (2.0%)
(100.0%) 共同住宅： 816,900戸 (26.6%)

※1 その他　： 200戸 (0.0%)

一戸建て： 2,600戸 (0.1%)
長屋建て： 2,100戸 (0.1%)
共同住宅： 64,900戸 (2.1%)
その他　： 100戸 (0.0%)

7,200戸 (1.7%)
230,900戸 (56.0%)
13,100戸 (3.2%)
142,600戸 (34.6%)

412,600戸
(100.0%)

※2

※1：

※2：
※3：

※4：

※5：

二次的住宅※4

賃貸用の住宅
売却用の住宅
その他の住宅

()内の％は「居住世帯のない住宅」に対する比率

(2.9%)11,800戸

7,000戸 (1.7%)

()内の％は「居住世帯のある住宅」に対する比率
なお、住宅の所有の関係が「不詳」の住宅も含まれており、持ち家及び各借家を合計しても、専用住宅の合計にはならない
ことに留意。

「一時現在者のみの住宅」とは、昼間だけ使用しているとか、何人かの人が交代で寝泊まりしているなど、そこに普段居住
しているものが一人もいない住宅

「二次的住宅」とは、別荘及び残業で遅くなった時に寝泊まりするなど、たまに寝泊まりしている人がいる住宅

四捨五入の関係で、一部合計が100％にならない場合がある

専用住宅
3,015,500戸

(98.3%)

一時現在者のみの住宅※3

建築中の住宅

持ち家
1,780,500戸

(58.0%)

公営の借家
114,600戸
(3.7%)

民営借家
920,900戸
(30.0%)

給与住宅
69,700戸
(2.3%)

店舗その他の併用住宅
53,700戸 (1.7%)

都市再生
機構(UR)・
公社の借家
46,300戸
(1.5%)

居住世帯の
ある住宅

住宅総数
3,481,800戸

居住世帯の
ない住宅

空き家
393,800戸 (95.4%)

 

資料：平成 30 年住宅・土地統計調査 
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○本県の所有関係別住宅数の推移 

・本県の平成 30（2018）年時点の住宅総数は約 348.2 万戸、居住世帯のある住宅は約 306.9

万世帯である。平成 10（1998）年以降、増加傾向にある。 

・所有関係別にみると、持ち家は平成 10（1998）年以降、増加傾向にあり、平成 30（2018）

年には約 182.6 万世帯となっている。民営借家は平成 10（1998）年以降、増加傾向にあ

り、平成 30（2018）年には約 92.5 万世帯と増加した。 

●本県の住宅の所有関係別住宅数の推移 

1,355,700 1,488,400 1,599,000 
1,758,500 1,826,000 

125,600 
133,200 

131,900 

128,300 114,600 

54,000 
60,100 

60,400 
57,100 46,300 

655,000 

719,400 
796,900 

898,600 925,400 

100,700 

87,200 

93,800 

76,300 
70,500 

51,000 

48,500 
82,400 

77,900 
86,400 

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

3,500,000

平成10年 平成15年 平成20年 平成25年 平成30年

（戸数）

持ち家 公営の借家 都市再生機構・公社の借家 民営借家 給与住宅 不詳

2,536,800

2,764,400

2,996,700

2,342,000

3,069,200

 
 

資料：各年住宅・土地統計調査 

 

○本県の所有関係別住宅数 

・本県の住宅を所有関係別にみると、持ち家は、59.5％と全国の 61.2％よりやや低い。 

・愛知県内の地域別にみると、持ち家は、名古屋では 47.0％と低いが、他の地域は６～７

割程度である。 

●所有関係別住宅数比率（都道府県比較・地域別の状況） 

61.2%

59.5%

65.7%

65.4%

45.0%

59.1%

54.7%

64.8%

52.8%

47.0%

65.8%

67.2%

72.0%

68.7%

63.3%

66.5%

3.6%

3.7%

1.2%

1.3%

3.6%

2.4%

5.3%

5.0%

5.3%

3.6%

3.7%

6.3%

2.0%

2.5%

0.9%

1.6%

1.4%

1.5%

2.3%

2.8%

3.0%

2.1%

2.9%

2.0%

2.1%

1.4%

1.5%

2.3%

2.6%

1.6%

0.5%

0.5%

28.5%

30.2%

25.9%

25.4%

40.0%

30.6%

31.6%

24.0%

35.1%

28.5%

30.2%

38.4%

25.4%

24.1%

22.5%

24.9%

2.1%

2.3%

1.6%

2.1%

2.4%

2.1%

1.3%

1.8%

1.9%

2.1%

2.3%

2.6%

1.9%

1.3%

0.7%

2.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全国

(n=53,616,300)

愛知県

(n=3,069,200)

埼玉県

(n=3,023,300)

千葉県

(n=2,635,200)

東京都

(n=6,805,500)

神奈川県

(n=4,000,000)

大阪府

(n=3,949,600)

兵庫県

(n=2,308,700)

福岡県

(n=2,239,000)

名古屋

(n=1,070,000)

尾張北部

(n=553,440)

尾張東部

(n=187,720)

海部

(n=123,710)

知多

(n=260,070)

西三河

(n=476,140)

東三河

(n=280,350)

持ち家 公営の借家 都市再生機構（UR)・

公社の借家

民営借家 給与住宅

都
道
府
県
別

地
域
別

 
人口１万５千人未満の町村が表章されていないため地域別の合算と県値は一致しない 

資料：平成 30 年住宅・土地統計調査 
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○本県の建て方別住宅数 

・本県の住宅ストックを建て方別にみると、戸建て住宅は、51.0％と全国の 53.6％よりや

や低い。 

・地域別にみると、戸建て住宅は、名古屋では 31.9％と低いが、他の地域は６～７割程度

である。 

●建て方別住宅数比率（都道府県比較・地域別の状況） 

53.6%

51.0%

54.8%

53.1%

26.8%

41.4%

40.7%

50.4%

44.3%

31.9%

60.0%

58.0%

67.6%

65.6%

57.3%

66.9%

2.6%

3.0%

1.5%

2.0%

1.7%

2.3%

3.8%

2.8%

2.8%

2.3%

4.3%

2.2%

3.6%

3.1%

3.0%

3.7%

43.6%

45.8%

43.5%

44.8%

71.1%

56.1%

55.4%

46.6%

52.8%

65.6%

35.6%

39.6%

28.6%

31.2%

39.6%

29.3%

0.3%

0.2%

0.2%

0.1%

0.4%

0.2%

0.2%

0.2%

0.1%

0.2%

0.1%

0.1%

0.1%

0.2%

0.2%

0.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全国

(n=53,616,300)

愛知県

(n=3,069,200)

埼玉県

(n=3,023,300)

千葉県

(n=2,635,200)

東京都

(n=6,805,500)

神奈川県

(n=4,000,000)

大阪府

(n=3,949,600)

兵庫県

(n=2,308,700)

福岡県

(n=2,239,000)

名古屋

(n=1,070,000)

尾張北部

(n=553,440)

尾張東部

(n=187,720)

海部

(n=123,710)

知多

(n=241,360)

西三河

(n=608,100)

東三河

(n=280,350)

一戸建 長屋建 共同住宅 その他

都
道
府
県
別

地
域
別

 

人口１万５千人未満の町村が表章されていないため地域別の合算と県値は一致しない 

資料：平成 30 年住宅・土地統計調査 

 

○本県の構造別住宅数 

・本県の構造別にみると、木造は、21.8％、防火木造は、27.4％、あわせて 49.2％と全国

の 57.0％より低い。 

・地域別にみると、木造（防火木造を含む）は、名古屋では30.9％と低いが、他の地域は

６割程度である。 

●住宅の構造別住宅数比率（都道府県比較・地域別の状況） 

22.7%

21.8%

16.0%

19.8%

6.4%

12.9%

18.2%

22.4%

25.8%

10.7%

27.6%

24.8%

36.9%

26.9%

24.6%

30.9%

34.3%

27.4%

43.6%

38.9%

28.6%

36.1%

23.0%

27.7%

21.1%

20.2%

30.3%

30.8%

34.3%

34.0%

30.1%

32.9%

34.0%

36.9%

30.3%

32.5%

53.7%

41.9%

49.3%

41.1%

44.7%

56.8%

27.7%

32.9%

18.5%

25.0%

29.8%

18.1%

8.8%

13.7%

10.1%

8.7%

11.3%

9.1%

9.3%
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人口１万５千人未満の町村が表章されていないため地域別の合算と県値は一致しない 

資料：平成 30 年住宅・土地統計調査 
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○建築時期別住宅数 

・建築時期別にみると、1980 年以前建築の住宅は、20.5％と全国の 22.4％よりやや低い。 

・地域別にみると、1980 年以前建築の住宅は、西三河では 17.4％、東三河では 19.8％、

他の地域は２割を超える。 

●住宅の建築時期別住宅数比率（都道府県比較・地域別の状況） 
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(n=608,100)

東三河

(n=280,350)

1980年以前 1981～2000年 2001年以降 不明

都
道
府
県
別

地
域
別

 
人口１万５千人未満の町村が表章されていないため地域別の合算と県値は一致しない 

資料：平成 30 年住宅・土地統計調査 

 

 

 ○本県の住宅ストック数と世帯数の推移 

・本県の世帯総数・住宅総数ともに、1973 年からの 45 年間、一貫して増加している。た

だし、2013 年から 2018 年の５年間は、住宅総数の伸びは鈍化している。 

・１世帯当たりの住宅数は、2018 年時点で 1.126 である。この間、1.05～1.15 の間を推移

している。 

●住宅ストック数と世帯数の推移 
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1,799,600 
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2,356,900 

2,558,200 

2,787,500 
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世帯総数（世帯） 住宅総数 （戸） １世帯あたりの住宅数 （戸／世帯）  

資料：各年住宅・土地統計調査 
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○本県の新設住宅着工戸数の推移（利用関係別住宅着工数） 

・県内の 2019 年の新設住宅着工戸数は 64,544 戸で、所有関係別に見ると、持ち家が 19,644

戸、分譲住宅が 22,571 戸、貸家が 21,769 戸であり、持ち家系（持ち家＋分譲住宅）が

65.4％を占める。 

・1980 年代後半から 1990 年代前半のバブル期、及び 2000 年代中盤以降に貸家の建設の多

いが、近年は減少傾向となっている。 

●利用関係別住宅着工戸数 

 

資料：建築統計年報、住宅着工統計 
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（２）空き家の状況 

○本県の空き家の種類別戸数と空き家率の推移 

・本県の空き家率は、平成 25（2013）年の 12.3％が、平成 30（2018）年には 1 ポイント

減少し、11.3％となった。全国の 13.6％と比較すると低い。 

・空き家数は、平成 25（2013）年までは、増加が続いたが、平成 30（2018）年には減少し、

約 39.4 万戸となった。 

・その他の住宅は、増加が続いており、平成 30（2018）年は、約 14.3 万戸（空き家の 36.2％）

である。 

・賃貸用の住宅は、平成 25（2013）年の約 26.4 万戸が、平成 30（2018）年は、約 23.1

万戸（空き家の 58.6％）と減少している。 

●本県の空き家の種類別推移 
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二次的住宅 賃貸・売却用の住宅 賃貸用の住宅 売却用の住宅 その他の住宅 空き家率

210,900
228,900

298,900

333,400 343,600

422,000
393,800

  
資料：各年住宅・土地統計調査 

注：空き家の種類 

二次的住宅：週末や休暇時に避暑・避寒・保養などの目的で使用される住宅で，ふだんは人が住んでいない住宅・ 

ふだん住んでいる住宅とは別に，残業で遅くなったときに寝泊まりするなど，たまに寝泊まりして 

いる人がいる住宅 

賃貸用の住宅：新築・中古を問わず，賃貸のために空き家になっている住宅 

売却用の住宅：新築・中古を問わず，売却のために空き家になっている住宅 

その他の住宅：上記以外の人が住んでいない住宅で，例えば，転勤・入院などのため居住世帯が長期にわたって 

不在の住宅や建て替えなどのために取り壊すことになっている住宅など 

全国値 

13.6% 

その他の住宅 

空き家の 36.2％

賃貸用の住宅 

空き家の 58.6％
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○空き家の建て方別戸数 

・建て方別にみると、一戸建ての空き家が、26.9％、全国の 37.5％より低く、共同住宅の

空き家が 65.0％と全国の 56.3％より高い。 

・愛知県内の地域別にみると、一戸建ての空き家が、名古屋では 15.8％と低いが、他の多

くの地域は３割を超える。 

●空き家の建て方別戸数比率（都道府県比較） 
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資料：平成 30 年住宅・土地統計調査 

●空き家の建て方別戸数比率（地域別の状況） 
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資料：平成 30 年住宅・土地統計調査 

 

 

○その他の住宅（その他空き家）の建て方別戸数 

・その他の住宅（その他空き家）を建て方別にみると、一戸建ての空き家が、62.3％、全

国の 72.2％より低く、共同住宅の空き家が 30.9％と全国の 22.4％より高い。 

・愛知県内の地域別にみると、その他の住宅（その他空き家）の一戸建ての空き家が、名

古屋では 46.5％と低いが、他の地域は６割を超える。 

●その他の住宅（その他空き家）の建て方別戸数比率（都道府県比較） 
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資料：平成 30 年住宅・土地統計調査 

●その他の住宅（その他空き家）の建て方別戸数比率（地域別の状況） 
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資料：平成 30 年住宅・土地統計調査 
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○一戸建てのその他空き家の腐朽・破損の有無別戸数 

・一戸建てのその他の住宅のうち腐朽・破損ありは、32.1％、全国の 31.8％よりやや高い。 

・愛知県内の地域別にみると、一戸建てのその他の住宅のうち腐朽・破損ありは、名古屋

では 34.3％、尾張北部で 34.8％と高い。 

●戸建てのその他空き家の腐朽・破損の有の戸数比率（都道府県比較・地域別の状況） 
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31.1% (25,600)
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資料：平成 30 年住宅・土地統計調査 

 

 

（３）既存住宅の流通の状況（中部レインズ((公社)中部圏不動産流通機構)によるデータの分析） 

○本県の既存戸建の流通量と価格の推移 

・本県の既存戸建流通量は、愛知県は 2005 年から 10 年間はほぼ横ばいであったが、2014

年以降増加。名古屋市はほぼ横ばいで 500 戸前後を推移。 

・既存戸建の愛知県全体の平均価格はこの 15 年間、2,500 万円前後でほぼ変わらず推移。

名古屋市では 2008 年の 3,400 万円をピークにいったん下落し、近年持ち返している。名

古屋市の平均価格は、2014 年頃までは 500 万円程度、愛知県平均価格を上回っていたが、

直近で 750 万円程度に価格差が開いた。 

●既存戸建の流通量と価格の推移 
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○本県の既存マンションの流通量と価格の推移 

・本県の既存マンション流通量は、この 15 年間増加傾向。愛知県の流通量の約６割を名古

屋市が占める。 

・既存マンションの平均価格は 15 年間上昇傾向。愛知県平均は 1,300 万円台から 2,000

万円台へと上昇。名古屋市平均は 1,400 万円台から 2,300 万円台へと上昇し、近年は愛

知県平均を 300 万円程度上回っている。 

●本県の既存マンションの流通量と価格の推移 
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○既存ストック流通量の他都市比較 

①既存戸建（持ち家１千世帯当たりの流通量） 

・本県の持ち家・一戸建１千世帯当たりの流通量は 1.42 であり、愛知県は主要都府県に比

べて著しく少ない。 

●既存戸建（持ち家１千世帯当たりの流通量） 
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＊大阪府・兵庫県の流通量は2018年値、他は2019年値
 

②本県の既存マンション（持ち家１千世帯当たりの流通量） 

・本県の持ち家・共同住宅１千世帯当たりの流通量は 14.3 であり、愛知県は東京都・大阪

府・兵庫県と同程度。 

●既存マンション（持ち家１千世帯当たりの流通量） 

 

中古戸建
中古マン

ション
一戸建 共同住宅 中古戸建

中古マン
ション

埼玉県 2,583 4,330 1,532,300 404,600 1.69 10.70
千葉県 2,781 4,586 1,292,900 386,900 2.15 11.85
東京都 4,145 20,016 1,552,700 1,375,000 2.67 14.56
神奈川県 3,528 9,177 1,508,600 799,500 2.34 11.48
愛知県 2,065 4,552 1,450,000 318,900 1.42 14.27
大阪府* 4,959 8,810 1,427,500 613,200 3.47 14.37
兵庫県* 2,883 5,287 1,066,500 376,300 2.70 14.05
福岡県 1,874 4,203 882,800 266,000 2.12 15.80
*大阪府・兵庫県の流通量は2018年値

流通量（件数） 1千世帯当たり流通量持ち家住宅数（H30住調）
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＊大阪府・兵庫県の流通量は2018年値、他は2019年値

 

③住戸面積 

・住戸面積は、既存戸建も既存マンションも、主要都府県に比べ愛知県は最も大きい。 

●住戸面積 
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中古戸建 中古マンション
＊大阪府・兵庫県は2018年値、他は2019年値  

○以上の出典（最終アクセス 2019.5.2） 

中部レインズ＞中部圏市場動向＞愛知県及び名古屋市 

http://www.chubu-reins.or.jp/pref_report?key=aichi 

東日本レインズ＞データライブラリー＞首都圏不動産流通市場の動向（暦年）＞2019 年 

http://www.reins.or.jp/pdf/trend/sf/sf_2019.pdf 

近畿レインズ＞2018 年度年刊市況レポート＞Ⅰ．近畿圏の売買土地・住宅データ＞基本指標 

http://www.kinkireins.or.jp/trend/nenpo/2018/index.html 

西日本レインズ＞県別サマリー＞2020 年 1 月 

http://www.nishinihon-reins.or.jp/pdf/summary/ken202001.pdf 
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○ホームインスペクション（住宅診断・検査）について 

 

 

 

資料：日本ホームインスペクターズ協会 https://www.jshi.org/about/brochure/ 

 

○安心Ｒ住宅について 

 
資料：第 51 回住宅宅地分科会 公営社団法人全国宅地建物取引業協会連合会資料 

 

 

24 



 

○住宅リフォーム市場規模 

・広義のリフォーム市場規模（全国）は７兆円程度と推計されている。 

・リフォーム市場の内訳は、設備等の修繕維持費が大半であり、増改築工事費は少ない。 

・経年的に見ると、1996 年の９兆円をピークとし、その後、リフォーム市場規模は縮小傾

向が続いたが、2010 年以降は盛り返している。 

●住宅リフォームの市場規模（全国） 

注）①「広義のリフォーム市場規模」とは、住宅着工統計上「新設住宅」に計上される増築・改築工事と、エア 

コンや家具等のリフォームに関連する耐久消費財、インテリア商品等の購入費を含めた金額を言う。 

  ②推計した市場規模には、分譲マンションの大規模修繕等、共用部分のリフォーム、賃貸住宅所有者による賃貸住宅

のリフォーム、外構等のエクステリア工事は含まれていない。 

  ③本市場規模は、「建築着工統計年報」（国土交通省）、「家計調査年報」（総務省）、「全国人口・世帯数・人口

動態表」（総務省）等により、公益財団法人住宅リフォーム・紛争処理支援センターが推計したものである。 

資料：財団法人住宅リフォーム・紛争処理支援センター 

●都道府県別の住宅リフォーム市場規模の試算 

 

  

資料：財団法人住宅リフォーム・紛争処理支援センター 

 

○本県のリフォーム戸数（増改築・改修工事等の有無） 

・本県の過去５年間に増改築・改修工事等を行った持ち家は、27.0％で全国値と同程度で

あり、主要都府県と大きな違いはない。 

・経年的に見ると、平成 15 年から平成 20 年にかけては増改築・改修工事実施率が大きく

伸びたが、平成 20 年以降は横ばいで推移している。 

●リフォーム戸数（増改築・改修工事等の有無） 

 

全国 32,801,500 9,014,300 27.5%
埼玉県 1,987,700 510,000 25.7%
千葉県 1,724,100 475,400 27.6%
東京都 3,063,000 713,400 23.3%
神奈川県 2,362,000 645,500 27.3%
愛知県 1,826,000 492,500 27.0%
大阪府 2,160,900 575,000 26.6%
兵庫県 1,495,900 446,100 29.8%
福岡県 1,182,600 349,100 29.5%

持ち家数
（H30住調）

2014年以降増改築有

 

資料：平成 30 年住宅・土地統計調査 

＜参考＞リフォーム市場に関する過去の集計 
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持ち家総数 増改築・改修工事をした 増改築・改修工事実施率

 
資料：各年住宅・土地統計調査 
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○建築時期別の増改築・改修工事等の有無 

・過去５年間に増改築・改修工事等を行った愛知県内の住宅は、1950 年以前（築 70 年超）

の住宅では３割強、1951～1990 年（築 30～70 年）の住宅は４割弱あった。2006 年以降

（築 15 年以内）の住宅では１割程度である。 

・主要都府県と比較し大きな傾向の違いはない。 

●リフォーム戸数（増改築・改修工事等の有無） 
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全国 埼玉県 千葉県 東京都 神奈川県 愛知県 大阪府 兵庫県 福岡県
 

資料：平成 30 年住宅・土地統計調査 

○増改築・改修工事等の内容 

・台所・トイレ・浴室・洗面所の改修工事が５割を超え最も多く、増築・間取り変更や壁・

柱・基礎等の補強工事などの構造に関わる工事や、窓・壁等の断熱・結露防止工事の実

施率は低い状況である。 

・他県と比較し、天井・壁・床等の内装の改修工事の比率がやや低い。 

●リフォーム戸数（増改築・改修工事等の有無） 
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増築・間取り

の変更
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の改修工事

天井・壁・床等の

内装の改修工事

屋根・外壁等の

改修工事

壁・柱・基礎等

の補強工事

窓・壁等の

断熱・結露

防止工事

その他の工事

全国 埼玉県 千葉県 東京都 神奈川県 愛知県 大阪府 兵庫県 福岡県
 

全国 942,500 10.5% 4,928,900 54.7% 2,377,500 26.4% 3,646,700 40.5% 464,800 5.2% 719,000 8.0% 3,432,600 38.1%
埼玉県 41,900 8.2% 274,500 53.8% 134,200 26.3% 221,600 43.5% 21,900 4.3% 35,300 6.9% 178,700 35.0%
千葉県 42,000 8.8% 260,100 54.7% 131,400 27.6% 208,500 43.9% 21,200 4.5% 35,500 7.5% 159,100 33.5%
東京都 80,200 11.2% 378,700 53.1% 214,000 30.0% 290,700 40.7% 45,100 6.3% 61,300 8.6% 269,800 37.8%
神奈川県 60,700 9.4% 349,100 54.1% 192,600 29.8% 274,700 42.6% 32,700 5.1% 51,800 8.0% 221,800 34.4%
愛知県 52,100 10.6% 270,900 55.0% 121,000 24.6% 185,600 37.7% 25,500 5.2% 31,700 6.4% 187,900 38.2%
大阪府 58,800 10.2% 331,600 57.7% 169,200 29.4% 225,700 39.3% 31,200 5.4% 35,200 6.1% 206,800 36.0%
兵庫県 41,100 9.2% 255,000 57.2% 123,300 27.6% 181,700 40.7% 22,900 5.1% 34,000 7.6% 165,800 37.2%
福岡県 39,400 11.3% 195,000 55.9% 99,900 28.6% 133,100 38.1% 14,900 4.3% 21,100 6.0% 135,900 38.9%

増築・間取り
の変更

台所・トイレ・
浴室・洗面所
の改修工事

増改築・改修工事等の内容

天井・壁・床等の
内装の改修工事

その他の工事
窓・壁等の
断熱・結露
防止工事

屋根・外壁等の
改修工事

壁・柱・基礎等
の補強工事

 
資料：平成 30 年住宅・土地統計調査 

築30年超 

 

○住宅リフォーム事業者団体の状況 

・国土交通省に登録する住宅リフォーム事業者団体（16 団体）のうち、愛知県に支部のあ

る団体は６団体である。（名称は、中部支部、愛知県支部等） 

・県内事業者のない団体が２団体ある。事業者数は 10～88 と幅がある。 

●住宅リフォーム事業者団体別の支部の有無、県内加盟事業者数 

1 一般社団法人マンション計画修繕施工協会（略称：MKS） 〇 32

2 一般社団法人日本住宅リフォーム産業協会（略称：ジェルコ） 〇 16

3 日本木造住宅耐震補強事業者協同組合 × -

4 一般社団法人リノベーション協議会 〇 63

5 一般社団法人ベターライフリフォーム協会（略称：ＢＬＲ協会） × 30

6 一般社団法人日本塗装工業会 〇 -

7 一般社団法人リフォームパートナー協議会（略称：ＲＥＣＡＣＯ） × 0

8 一般社団法人全建総連リフォーム協会（略称：全リ協） × 30

9 一般社団法人　住生活リフォーム推進協会(略称：ＨＯＲＰ) 〇 16

10 一般社団法人JBN・全国工務店協会 × 88

11 一般社団法人住宅リフォーム推進サポート協議会（略称：住推協） × 0

12 一般社団法人住活協リフォーム（略称：住活協） × 32

13 一般社団法人全国古民家再生協会 〇 -

14 一般社団法人木造住宅塗装リフォーム協会 × -

15 一般社団法人ステキ信頼リフォーム推進協会 × 10

16 一般社団法人日装連リフォーム推進協議会 × -

支部の有
無

県内事業
者数*１

登録住宅リフォーム団体の名称

 
*1 塗装系などリフォームの一部を扱う団体の事業者数については割愛 

資料：国土交通省「住宅リフォーム団体登録制度」 
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（４）マンションの状況 

○マンションストック戸数の推移 

・本県の 2019 年までのマンションストックは着工ベースで約 38.9 万戸と推計される。ま

た、1981 年までに着工されたマンションは約 6 万戸と推計される。 

・2019 年時点における築 30 年以上のマンションは約 12.6 万戸であり、20 年後には 32.8

万戸（約 2.6 倍）になると推計される。 

●本県のマンションストック戸数の推移 

 
資料：愛知県作成データ 

●本県の築後 30 年以上のマンションストックの今後の見通し  

  
資料：愛知県作成データ 

 

※以下は、住宅・土地統計調査による状況の整理のため、P53 とマンション総戸数が異なる。 

○住宅総数に占めるマンションの割合 

・愛知県のマンションは、約 31.8 万戸、居住世帯のある住宅数の 10.3％。全国とほぼ同

様の割合で、首都圏・近畿圏の他府県・福岡県より少ない。 

・県内の状況をみると、名古屋は、16.6％と高く、次いで尾張東部が 10.9％と県平均を超

える。 

※なお、３階建て以上の持家・共同建て・非木造の住宅の割合は、愛知県で 10.2％、全国

で 10.2％と１～２階建ての持家・共同建て・非木造の住宅の割合とほぼ同様のため、以

下の分析においては、持家・共同建て・非木造をマンションとして扱う。 

●住宅総数に占めるマンションの割合（都道府県比較・地域別の状況） 

10.4% (5,567,800)

10.3% (317,500)

13.1% (395,800)

14.5% (382,300)

19.3% (1,311,100)

19.6% (783,300)

15.5% (612,100)

16.2% (374,700)

11.8% (264,400)

16.6% (177,400)

7.9% (41,600)

10.9% (18,660)

5.2% (4,930)

7.3% (13,260)

7.5% (44,520)

2.9% (8,180)

10.2% (5,468,200)

10.2% (313,700)

12.9% (389,800)

14.3% (377,500)

18.9% (1,284,200)

19.3% (771,600)

15.4% (610,000)

16.1% (372,000)

11.7% (261,700)

16.5% (176,300)

7.8% (40,770)

10.8% (18,460)

5.1% (4,900)

7.1% (12,900)

7.4% (43,960)

2.8% (7,830)

0% 5% 10% 15% 20% 25%

全国

愛知県

埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

大阪府

兵庫県

福岡県

名古屋

尾張北部

尾張東部

海部

知多

西三河

東三河

持家・共同建て・非木造 持家・共同建て・非木造（3階建て以上）

都
道
府
県
別

地
域
別

 
注：町村が表章されていないため地域別の合算と県値は一致しない 

資料：平成 30 年住宅・土地統計調査 
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・本県のマンションは約 31.8 万戸であり、市別にみると、名古屋市が約 17.7 万戸と６割

近い。１万戸を超える市は、名古屋市（約 17.7 万戸）、春日井市（約 1.4 万戸）、豊田市

（1.2 万戸）、岡崎市（約 1.1 万戸）、一宮市（約 1.0 万戸）となっている。 

●住宅総数に占めるマンションの割合（市別の状況） 

居住世帯の
ある住宅数

戸数 戸数 割合 戸数 割合
全国 53,616,300 5,567,800 10.4% 5,468,200 10.2%
愛知県 3,069,200 317,500 10.3% 313,700 10.2%
23100_名古屋市 1,070,000 177,400 16.6% 176,300 16.5%
名古屋 1,070,000 177,400 16.6% 176,300 16.5%
23203_一宮市 142,150 10,200 7.2% 9,980 7.0%
23206_春日井市 124,470 13,850 11.1% 13,530 10.9%
23215_犬山市 28,230 1,120 4.0% 1,080 3.8%
23217_江南市 37,450 2,930 7.8% 2,920 7.8%
23219_小牧市 59,630 4,340 7.3% 4,260 7.1%
23220_稲沢市 50,270 4,590 9.1% 4,540 9.0%
23228_岩倉市 20,850 1,480 7.1% 1,440 6.9%
23233_清須市 28,330 1,700 6.0% 1,640 5.8%
23234_北名古屋市 34,500 1,390 4.0% 1,380 4.0%
尾張北部 525,880 41,600 7.9% 40,770 7.8%
23204_瀬戸市 50,790 3,660 7.2% 3,650 7.2%
23226_尾張旭市 32,170 4,680 14.5% 4,640 14.4%
23229_豊明市 28,260 2,160 7.6% 2,060 7.3%
23230_日進市 33,720 3,910 11.6% 3,900 11.6%
23238_長久手市 26,280 4,250 16.2% 4,210 16.0%
尾張東部 171,220 18,660 10.9% 18,460 10.8%
23208_津島市 23,470 1,770 7.5% 1,770 7.5%
23232_愛西市 21,270 440 2.1% 430 2.0%
23235_弥富市 16,290 460 2.8% 440 2.7%
23237_あま市 34,470 2,260 6.6% 2,260 6.6%
海部 95,500 4,930 5.2% 4,900 5.1%
23205_半田市 47,220 4,160 8.8% 4,050 8.6%
23216_常滑市 22,960 230 1.0% 190 0.8%
23222_東海市 44,620 4,250 9.5% 4,150 9.3%
23223_大府市 35,170 3,340 9.5% 3,240 9.2%
23224_知多市 32,460 1,280 3.9% 1,270 3.9%
知多 182,430 13,260 7.3% 12,900 7.1%
23202_岡崎市 148,420 10,840 7.3% 10,760 7.2%
23209_碧南市 25,530 420 1.6% 350 1.4%
23210_刈谷市 61,400 5,710 9.3% 5,680 9.3%
23211_豊田市 158,590 12,200 7.7% 12,070 7.6%
23212_安城市 70,130 9,140 13.0% 9,060 12.9%
23213_西尾市 58,460 1,360 2.3% 1,300 2.2%
23225_知立市 29,560 3,030 10.3% 2,960 10.0%
23227_高浜市 18,540 600 3.2% 560 3.0%
23236_みよし市 22,470 1,220 5.4% 1,220 5.4%
西三河 593,100 44,520 7.5% 43,960 7.4%
23201_豊橋市 144,160 5,370 3.7% 5,280 3.7%
23207_豊川市 69,610 1,600 2.3% 1,580 2.3%
23214_蒲郡市 31,360 1,120 3.6% 920 2.9%
23221_新城市 16,410 50 0.3% 50 0.3%
23231_田原市 18,810 40 0.2% 0 0.0%
東三河 280,350 8,180 2.9% 7,830 2.8%

市内にマンションが１万戸以上
市内にマンションが５千戸以上

持家・共同建て・非木造
持家・共同建て・非木造

（3階建て以上）

 
注：町村が表章されていないため地域別の合算と県値は一致しない。 

注：持家・共同建て・非木造をマンションとして扱う。 

資料：平成 30 年住宅・土地統計調査 

 

○本県の建築時期別の状況 

・築 40 年を超える、旧耐震基準で建設されたと想定される 1980 年以前建築のマンション

の割合は、12.9％と全国の 15.0％より低く、1981～2000 年建築が 48.6％と全国の 44.0％

より高い。また、マンションの管理の適正化の推進に関する法律が施行された 2000 年に

着目すると、2001 年以降の建築は、37.8％と全国の 40.0％より低い。 

・愛知県内の地域別にみると、全地域において、1981～2000 年に建築されたマンションが

最も多い傾向がある。 

●建築時期別の状況（都道府県比較・地域別の状況） 

15.0%

12.9%

13.1%
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16.9%
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19.3%

15.9%

9.2%
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51.5%

39.6%

37.2%

44.3%
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49.0%

44.9%

53.5%

56.3%

76.3%

45.5%

51.3%

60.6%

40.0%

37.8%

34.7%

38.0%

43.8%

39.8%

39.5%

34.1%

41.2%

38.7%

36.4%

27.2%

17.4%

44.8%

39.7%

37.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全国

(n=5,567,800)
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(n=317,500)

埼玉県

(n=395,800)

千葉県

(n=382,300)

東京都

(n=1,311,100)
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(n=783,300)

大阪府

(n=612,100)

兵庫県

(n=374,700)

福岡県

(n=264,400)

名古屋

(n=177,400)

尾張北部

(n=41,600)

尾張東部

(n=18,660)

海部

(n=4,930)

知多

(n=13,260)

西三河

(n=44,520)

東三河

(n=8,180)

1980年以前 1981～2000年 2001～2018年9月

都
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府
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地
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町村が表章されていないため地域別の合算と県値は一致しない 

資料：平成 30 年住宅・土地統計調査 
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○賃貸住宅の管理業務等の適正化に関する法律案 

 
資料：社会資本整備審議会住宅宅地分科会資料 

 

 

（５）性能向上等への取組の状況 

○長期優良住宅認定戸数・認定率 

・令和元（2019）年度の本県の長期優良住宅認定戸数（新築）は 14,098 戸、認定率は 21.8％

である。 

・本県の長期優良住宅認定戸数は主要都府県に比して著しく多く、平成 21（2009）年の制

度創設以来 11 年間、全国１位を継続している。 

●長期優良住宅の認定状況 

10.9%

19.1% 20.5%
20.6% 21.5% 21.3%

20.7%
22.5% 21.9%

21.2%
21.8%

0%
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10%

15%

20%

25%

30%

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

愛知県認定率 愛知県 埼玉県 千葉県 東京都

神奈川県 大阪府 兵庫県 福岡県

（戸）

認
定
率

認
定
戸
数

 

2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 累計

愛知県 5,939 10,983 11,419 11,898 13,781 11,753 12,506 14,039 13,755 14,579 14,098 134,750

（愛知県認定率） 10.9% 19.1% 20.5% 20.6% 21.5% 21.3% 20.7% 22.5% 21.9% 21.2% 21.8% -

埼玉県 3,536 6,090 6,544 6,954 7,017 6,239 5,915 6,355 5,972 5,886 5,893 66,401

千葉県 3,293 5,406 5,623 5,295 5,984 5,050 5,354 5,364 5,630 5,853 5,481 58,333

東京都 3,226 6,256 7,418 10,290 9,373 7,203 6,676 7,184 6,231 6,163 6,584 76,604

神奈川県 3,804 6,567 6,756 6,592 7,255 6,820 6,993 6,513 6,745 6,241 6,077 70,363

大阪府 2,685 4,366 4,631 4,629 5,283 4,453 4,726 4,921 4,833 5,187 5,513 51,227

兵庫県 3,078 5,343 4,929 5,012 5,468 4,810 5,023 5,141 4,894 5,095 4,861 53,654

福岡県 2,439 4,558 4,266 4,206 4,899 4,123 4,226 4,487 4,491 4,681 5,007 47,383  

注：認定率＝認定実績戸数（新築）（戸建・共同住宅等）／新設住宅着工戸数（建て方不問） 

資料：国土交通省 HP「長期優良住宅の認定実績（都道府県別認定実績（新築））」（令和２年３月時点）、

建築統計年表「住宅着工統計」をもとに作成 
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○本県の設計住宅性能表示（一戸建て）の実施率の推移 

・2019 年度の設計住宅性能表示実施率は 36.6％であり、全国値 27.7％を上回っている。 

・2000 年の住宅性能表示制度創設以降、実施率は順調に上昇している。2010 年から 2015

年にかけては下降局面にあったが、近年は回復している。 

●設計住宅性能表示（一戸建て）の実施率の推移 

2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年

愛知県 755 3,282 7,154 8,850 10,248 11,119 13,411 12,528 14,091 11,609

埼玉県 536 3,820 5,718 8,558 10,299 13,305 17,319 15,887 13,914 9,311

千葉県 579 4,322 4,453 8,179 9,531 13,140 21,441 14,585 12,869 7,453

東京都 3,571 15,842 25,539 36,789 39,701 43,855 51,369 45,033 42,248 27,886

神奈川県 2,411 8,663 11,070 16,495 20,274 25,622 27,998 22,768 19,139 13,995

大阪府 795 7,448 10,207 12,124 15,039 22,211 29,083 24,614 24,152 16,623

兵庫県 356 3,322 4,412 7,065 7,957 9,496 14,843 10,662 8,306 8,916

福岡県 119 1,724 3,204 4,015 6,445 7,187 9,561 6,425 7,189 4,442

合計 11,247 13,214 93,645 137,214 163,238 195,294 255,507 217,450 200,097 148,457

愛知県 1.0% 4.6% 10.5% 12.5% 14.4% 13.5% 15.4% 16.9% 18.3% 21.3%

全国 0.9% 1.1% 8.2% 11.7% 13.7% 15.6% 19.9% 21.0% 19.3% 19.1%

2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年

愛知県 17,151 14,883 15,657 18,079 14,899 15,175 17,568 18,084 22,449 23,619

埼玉県 12,838 14,004 14,973 13,462 12,874 15,506 16,643 16,735 21,213 18,551

千葉県 10,947 9,749 11,981 12,312 11,418 11,438 12,638 15,736 15,057 16,165

東京都 41,066 42,267 46,250 50,320 43,853 43,379 46,551 51,870 43,360 47,802

神奈川県 19,866 21,529 17,569 21,404 15,149 16,689 23,560 23,536 26,934 21,329

大阪府 20,621 21,251 19,908 22,320 17,546 14,739 21,315 18,701 21,876 20,427

兵庫県 8,939 9,471 9,483 12,186 9,364 9,958 10,176 9,537 9,576 9,670

福岡県 5,777 6,498 7,465 9,056 6,287 7,497 7,013 7,291 10,027 9,643

合計 193,581 197,748 202,960 231,636 196,021 200,236 226,997 232,062 249,093 245,156

愛知県 29.8% 26.7% 27.2% 28.3% 27.0% 25.1% 28.2% 28.8% 32.6% 36.6%

全国 23.6% 23.5% 22.7% 23.5% 22.3% 21.8% 23.3% 24.5% 26.1% 27.7%

設計住宅性能
評価戸数

（戸）

住宅性能
表示実施率

設計住宅性能
評価戸数

（戸）

住宅性能
表示実施率  

注）住宅性能表示実施率＝設計住宅性能評価戸数／新設住宅着工戸数 

資料：一般社団法人住宅性能評価・表示協会「都道府県別住宅性能評価書交付状況」、建築統計年報「住宅

着工統計」をもとに作成 
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○本県の高齢者のための設備がある住宅の割合（再掲） 

・高齢者等のための設備がある住宅の割合は、51.8％（158.9 万戸）と全国の 50.9％より

高い。 

・地域別にみると、高齢者等のための設備がある住宅の割合は、名古屋では 49.7％（約 53.2

万戸）と低いが、他の地域は５割を超える。 

●高齢者のための設備がある住宅の割合（都道府県比較・地域別の状況） 

50.9% (27,269,600)

51.8% (1,588,500)
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54.1% (130,640)

52.5% (319,420)
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人口１万５千人未満の町村が表章されていないため地域別の合算と県値は一致しない 

資料：平成 30 年住宅・土地統計調査 
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○本県の住宅の省エネ設備の状況（再掲） 

・本県の省エネ設備の設置状況を見ると、二重サッシ又は複層ガラスの窓がある住宅の割

合は、25.0％（約 76.8 万戸）と全国の 29.0％より低い。 

・地域別にみると、二重サッシ又は複層ガラスの窓がある住宅の割合は、名古屋では 19.9％

（約 21.3 万戸）と低いが、他の地域は３割近い。 

●太陽光を利用した発電機器がある住宅及び二重サッシ又は複層ガラスの窓がある住宅の

割合（都道府県比較・地域別の状況） 
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人口１万５千人未満の町村が表章されていないため地域別の合算と県値は一致しない 

資料：平成 30 年住宅・土地統計調査 

 

○CASBEE 認定住宅の状況 

・愛知県・名古屋市に届け出た住宅（主に集合住宅）は、2017 年以降、年間 140 件を超え

る水準である。 

●CASBEE あいち、CASBEE 名古屋の実績届出一覧（住宅を含むもの、2020 年 8 月 28 日時点） 

建設地 総数 2016 2017 2018 2019 2020
名古屋市 439 86 102 113 108 30
豊橋市 14 1 5 2 5 1
岡崎市 16 2 0 3 11 0
一宮市 12 3 2 5 2 0
瀬戸市 2 0 0 2 0 0
半田市 3 1 2 0 0 0
春日井市 5 1 1 2 1 0
豊川市 2 0 1 1 0 0
津島市 0 0 0 0 0 0
碧南市 2 0 2 0 0 0
刈谷市 17 2 2 4 7 2
豊田市 13 1 6 3 2 1
安城市 22 3 7 4 7 1
西尾市 1 0 0 0 1 0
蒲郡市 4 0 3 0 1 0
犬山市 1 0 0 1 0 0
常滑市 5 0 0 1 3 1
江南市 0 0 0 0 0 0
小牧市 6 3 2 0 1 0
稲沢市 1 0 0 0 1 0
新城市 0 0 0 0 0 0
東海市 6 1 2 1 1 1
大府市 1 0 0 0 1 0
知多市 0 0 0 0 0 0
知立市 4 2 0 1 1 0
尾張旭市 2 1 0 1 0 0
高浜市 1 0 1 0 0 0
岩倉市 1 0 0 1 0 0
豊明市 1 0 0 0 1 0
日進市 11 3 2 3 2 1
田原市 0 0 0 0 0 0
愛西市 0 0 0 0 0 0
清須市 0 0 0 0 0 0
北名古屋市 1 0 0 0 0 1
弥富市 2 0 1 0 0 1
みよし市 1 0 0 0 0 1
あま市 0 0 0 0 0 0
長久手市 3 2 0 1 0 0
東郷町 0 0 0 0 0 0
豊山町 0 0 0 0 0 0
大口町 0 0 0 0 0 0
扶桑町 0 0 0 0 0 0
大治町 0 0 0 0 0 0
蟹江町 2 0 0 0 1 1
飛島村 0 0 0 0 0 0
阿久比町 0 0 0 0 0 0
東浦町 6 1 1 1 3 0
南知多町 0 0 0 0 0 0
美浜町 0 0 0 0 0 0
武豊町 0 0 0 0 0 0
幸田町 0 0 0 0 0 0
設楽町 0 0 0 0 0 0
東栄町 0 0 0 0 0 0
豊根村 0 0 0 0 0 0

計 607 113 142 150 160 42  
資料：愛知県 HP「CASBEE あいち届出一覧」、名古屋市 HP「CASBEE 名古屋届出一覧」 
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●CASBEE あいちの概要 

・CASBEE あいちとは、省エネや環境負荷の少ない資機材の使用といった環境配慮はもとよ

り、室内の快適性や景観への配慮なども含めた建物の環境品質・性能を総合的に評価し

格付けるシステムである「CASBEE」を基本に、愛知県の独自基準及び重点項目を加えて

編集した愛知県版の建築物総合環境性能評価システム。 

・CASBEEあいちには、戸建住宅用の「CASBEEあいち［戸建］」とそれ以外の建築物用の「CASBEE

あいち」があり、「CASBEE あいち［戸建］」で一定の評価を満たす住宅は、一部金融機関

で住宅ローンの金利優遇が受けられる。 

 

資料：愛知県ＨＰ 

 

 

（６）県営住宅の状況 

○管理戸数の推移 

・2020 年 4月 1 日時点の県営住宅管理戸数は 58,129 戸である。 

・2000 年度頃まで増加が続いてきたが、2002 年度の 61,513 戸をピークとして、近年は緩

やかに減少している。 

・特別県営住宅は、1986 年度から 2006 年度までに 646 戸建設され、2012 年度に一部を公

営住宅に準じて管理を行う準公営住宅へ転用している。 

●年度別の管理状況 
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（戸）

公営 準公営 特別  

2000年 （2002年） 2005年 （2006年） 2010年 （2012年） 2015年 2020年

普通県営 公営住宅 60,796戸 60,899戸 60,357戸 60,376戸 59,650戸 59,354戸 58,122戸 57,483戸

住　　宅 準公営住宅 0戸 0戸 0戸 0戸 0戸 151戸 151戸 151戸

534戸 614戸 624戸 646戸 646戸 495戸 495戸 495戸

61,330戸 61,513戸 60,981戸 61,022戸 60,296戸 60,000戸 58,768戸 58,129戸

種類

特別県営住宅

合　　計  

資料：愛知県調べ 

●愛知県県営住宅条例に基づく県営住宅の種別 

公営住宅   ：公営住宅法に規定する県営住宅（普通県営住宅） 

準公営住宅  ：公営住宅に準じて管理を行う県営住宅（普通県営住宅） 

特別県営住宅 ：特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律に基づき、中堅所得者等に居住

環境が良好な住宅を供給する目的で整備し、管理を行う県営住宅 
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61,513 戸 



 

○本県の県営住宅の状況 

・県営住宅は、1960 年代後半から 1970 年代にかけて大量に建設され、1974 年度の建設戸

数は約 4,000 戸に達していたが、その後は減少を続け、2019 年度には約 400 戸と、ピー

ク時の 10 分の 1 となっている。 

・現在の県営住宅ストックは、1970 年代に建設されたものが中心となっており、その規模

及び構造の多くは中層（３～５階建）の耐火建築物で、エレベーターの設置されていな

い階段室型のものが大半である。 

・木造及び簡易耐火構造の住宅については、1971 年度から耐火構造への建替えが進められ、

中山間地域に新たに整備された木造の住宅を除き、2014 年度までに除却されている。 

●県営住宅建設戸数の推移と県営住宅ストック数（建設年度別・構造別） 
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資料：愛知県調べ 

 

○入居率 

・本件の県営住宅の入居率は、減少傾向が続いており、2019 年度は 79.8％となっている。 

・普通県営住宅の入居率は、減少傾向が続いており、2019 年度は 80.1％となっている。 

・特別県営住宅の入居率は、普通県営住宅以上に減少が続いており、2019 年度は 36.8％ま

で落ち込んでいる。 

●本県の県営住宅の管理戸数と入居率の推移（普通県営住宅＋特別県営住宅） 
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資料：愛知県調べ 
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●管理戸数と入居率の推移（普通県営住宅） 

59,021 58,681 58,273 58,407 58,313 57,717 57,904 57,634
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資料：愛知県調べ 

●管理戸数と入居率の推移（特別県営住宅） 

495 495 495 495 495 495 495 495
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資料：愛知県調べ 

 

 

○本県の県営住宅の募集戸数と募集倍率の推移 

・県営住宅の応募者数は減少傾向にあり、2019 年度の募集倍率は 3.7 倍となっている。 

●募集戸数と募集倍率の推移（新設＋既存） 
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資料：愛知県調べ 

○将来的に必要とされる施設総 

・愛知県公共施設等総合管理計画では施設総量の適正化を挙げている。 

・県営住宅の約１割（約 5,500 戸）が空き家であること、県営住宅の建替集約化により今

後30年で約6,000戸減少すること、著しい困窮年収未満世帯が約２割減少することから、

愛知県長寿命化計画においては、今後 30 年間に現状戸数より１～２割削減することとし

ている。 

●長寿命化計画における「将来的に必要とされる施設総量」 

資料：愛知県営住宅長寿命化計画 
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 ４．本県の住宅産業・新技術の現状 

（１）住宅産業の状況 

○地域型住宅グリーン化事業 令和元年度採択グループ一覧 

・全国で 695 グループが採択されており、うち、31 グループが愛知県内にグループ所在地

（事務局）がある。 

●令和元年度採択グループ一覧（愛知県） 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：http://chiiki-grn.jp/Portals/0/190710%20R1 グループ一覧%EF%BC%88 ホームページ掲載用%EF%BC%89.pdf 

 

○豊川信用金庫における「あいち認証材」使用による住宅ローン金利の引き下げ 

・豊川信用金庫と愛知県産材認証機構が覚書を交わし、「あいち認証材」使用による住宅ロ

ーン金利の引き下げを実施している。 

・同様の取組みが岡崎信用金庫、知多信用金庫でも行われている。 

 

資料：https://www.pref.aichi.jp/soshiki/rinmu/jutakukinri.html 

35 



 

（２）新技術の状況 

○愛知県内を中心とする新技術に関する取組み事例の状況 

・これからの住宅やまちづくり、住宅産業において、新技術（自動運転、MaaS、AI、IoT、

ビッグデータ、ドローン等）の活用は、住宅の価値や暮らしの変化、テレワーク等の働

き方の変化とともに居住地選択や住まい方の変化、住宅産業の生産性の向上等に波及し

ていく。 

・愛知県内では、多くの新技術が既に活用されている。 

●新技術に関する取組み事例リスト 

項目 事例タイトル 関係自治体 事業者等 参考 URL 

①
移
動
・
都
市
空
間 交

通 

○菱野団地（瀬戸市）における地

域主導型の「住民バス」の運行 

瀬戸市 - http://www.city.seto.ai

chi.jp/docs/20180515001

01/ 

○MONET のプラットフォームを

活用したオンデマンドバスの

実証実験 

豊田市 
ソフトバンク、ト

ヨタ 

https://www.monet-techn
ologies.com/news/press/

2019/20190218_02 

○アイシン精機によるデマンド

型交通の実証実験 

豊明市 アイシン精機、ス

ギ薬局 

https://www.g-mark.org/

award/describe/49070 

○「離島における観光型 MaaS」

ドコモ・アイサンら三河湾の日

間賀島で実証 

知多郡 

南知多町 

ドコモ、アイサン

等 

https://ligare.news/sto

ry/maas_himaka_20200110

/ 

○高蔵寺ニューモビリティタウ

ン実行計画（スマートシティ先

行モデルプロジェクト） 

春日井市 名鉄バス、中部電

力、日本電気、UR

等 

https://www.mlit.go.jp/

report/press/content/00
1341942.pdf 

ま
ち
づ
く
り 

○ロボットや AI 技術を駆使、ト

ヨタが作る未来都市「ウーブ

ン・シティ」 

裾野市 

(静岡県) 

トヨタ https://global.toyota/j
p/newsroom/corporate/31

170943.html 

○みなとアクルス開発プロジェ

クト 

名古屋市 東邦不動産、三井

不動産、三井不動

産レジデンシャル

等 

https://www.tohogas.co.
jp/compa/saiyo/universi

ty/project/pr04_1.html 

http://minatoaquls.com/

concept/ 

○中部電力等の 4 社と豊田市に

よる、バーチャルパワープラン

トプロジェクト 

豊田市 豊田市、中部電力、

デンソー、トヨタ

等 

https://www.denkishimbu

n.com/sp/38395 

②
住
ま
い
・
生
活
空
間 

ス
マ
ー
ト
ハ
ウ
ス 

○豊田市によるトヨタエコファ

ミリー 豊田市 
豊田市 http://toyota-efami.com

/about/ 

○フジケン IOT 住宅 豊田市 

知立市 

フジケン https://www.fujiken-sum

ai.jp/house/iot/ 

○共働き家族をターゲットとし

た IoT 住宅「カジサポ」（HEMS、

スマート家電、電気錠等によ

り、家事の効率化・子供の安全） 

名古屋市 セキスイハイム中

部 

https://www.re-port.net

/article/news/000005776

5/ 

https://release.nikkei.

co.jp/attach_file/04980

33_01.pdf 

○スマートホーム Chusei（IoT

を活用した次世代の暮らしを

体験できるショールーム 

春日井市 中部精機 http://www.chubuseiki.c

o.jp/smarthome_chusei/ 

見

守

り 

○水道使用量データを活用した

「見守り・ヘルスケアサポー

ト」の導入に向けた実証の実施 

大阪市 愛知時計電機 http://www.osaka.cci.o
r.jp/Chousa_Kenkyuu_Ike

n/press/181203suido.pdf 

○親を想うきっかけをつくる - NITTO CERA、LIXI https://newsrelease.lix

 

項目 事例タイトル 関係自治体 事業者等 参考 URL 

IoT サービス「omu」（トイレ使

用時に流れる水を検知し、遠方

に住む親の異常を検知） 

L、NOVARS il.co.jp/news/pdf/20200
61601.pdf 

医
療
・
ヘ
ル
ス
ケ
ア 

○IoT を用いた診療による糖尿

病重症化予防 

- 愛知県健康づくり

振興事業団、オム

ロン等 

http://www.ahv.pref.aic

hi.jp/www/contents/1467

874617425/simple/160708

IOT.pdf  

○Al/loT を活用した自発的活動

の誘導 

- 藤田医科大学、大

和ハウス工業、エ

アウィーヴ等 

http://www.astf-kha.jp/

project/project2/files/

astf_PI_08_1011ol.pdf 

○(株)CDI による、AI を活用した

自立支援促進 

豊橋市 豊橋市、シーディ

ーアイ 

https://www.city.toyoha

shi.lg.jp/secure/68390/

2018%E5%B9%B4%E5%BA%A6%
E8%B1%8A%E6%A9%8B%E4%B

A%8B%E6%A5%AD%E5%A0%B1%

E5%91%8A%E6%9B%B8.pdf 

そ

の

他 

○地域型情報銀行サービス

「MINLY（マインリー）」 

豊田市 豊田市、中部電力、

DNP、キュレーショ

ン、豊田まちづく

り等 

https://www.chuden.co.j
p/publicity/press/32724

52_21432.html 

ド
ロ
ー
ン 

○愛知県による小型無人機ドロ

ーンによる離島への医療物資配

送 

愛知県 

南知多町 

愛知県、名鉄グル

ープドローン共同

事業体 

https://mainichi.jp/art
icles/20191029/k00/00m/

040/144000c 

○民間企業と３市による、ドロー

ンでの長距離物流（ドローンに

よる地場産品の輸送や災害時

の物資配送などの実現をめざ

す） 

蒲郡市 蒲郡市、プロドロ

ーン、KDDI 等 

https://www.nikkei.com/

article/DGXMZO49362440T

00C19A9L91000/ 

③
し
ご
と
・
オ
フ
ィ
ス
空
間 

シ

ェ

ア

オ

フ

ィ

ス 

○愛知県スタートアップ支援拠

点「ステーションＡｉ」の整

備・運営（2023 年度オープン

予定） 

愛知県 - https://www.pref.aichi.

jp/soshiki/startup/stat

ionaipfi.html 

生

産

性

向

上 

○旭鉄工の自社開発 IoT ソフト

（iXacs）の活用による製造業

の生産性向上 

- 旭鉄工、i Smart 

Technologies  

https://www.istc.co.jp/
ixacs 

○アイチクラウド(LP ガス関連

業務の合理化や新サービスの

創出に役立つデータ配信サー

ビス) 

- 愛知時計電機 https://www.aichitokei.
co.jp/news/20190830/199

60/ 
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５．本県まちづくりの現状 

（１）団地再生の状況 

○住宅地（5ha 以上）の分布と特性 

・本県の郊外住宅地は、事業手法別では区画整理事業の住宅地が圧倒的多数を占める。開

発主体別では組合施工が多い。 

・地域別に分布の特徴をみると、名古屋地域の東西縁辺部および尾張東部に戸建住宅地（区

画整理）が立地、知多北部に戸建+民間賃貸住宅地（区画整理）が集中的に分布している。

戸建住宅地（開発許可）は尾張北部に特に多い。海部・東三河は住宅団地が少ないが、

海部では戸建住宅地（旧住造法）が JR 線沿線に立地し、東三河では鉄道・国道付近に住

宅団地が立地する程度である。 

●郊外住宅地の分布（住宅種別／事業手法） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：国土交通省「全国の住宅地リスト（平成 30 年度作成）」 

 

○旧住造法（旧住宅地造成事業に係る法律）により開発された住宅地（５ha 以上） 

・旧住造法団地は、開発後４０年以上経ち、その間、周辺の市街地と一体になっているも

のや、今尚、周辺市街地から離れて立地しているものなど様々である。 

・郊外の団地など、土地利用の転換や住替えが進まず、生活利便施設の維持などに課題が

生じているものもあると考えられる。 

●旧住造法により開発された住宅地（５ha 以上） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国土交通省「全国の住宅地リスト（平成 30 年度作成）」 

 

 

 

 

市区町村 住宅団地名
入居開始
時期(年)

開発主体
面積
(ha)

犬山市 前原台 1976 民間 35.4

犬山市 犬山ニュータウン 1970 民間 6.9

犬山市 西楽田団地 1971 民間 13.2

犬山市 つつじが丘団地 1971 民間 6.7

新城市 南ヶ丘住宅団地 1972 民間 7.3

日進市 五色園ハイランド 不明 民間 46

弥富市 楽荘団地 不明 民間 5

弥富市 かおるケ丘団地 不明 民間 7

弥富市 ポプラ台団地 不明 民間 5

弥富市 弥生台団地 不明 民間 5

蟹江町 藤丸団地 1965 民間 14

東浦町 上米田、中米田 不明 民間 6

東浦町 平池上 不明 民間 5
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●地域別住宅種別 

地域区分 戸建 共分 公賃 
戸建 

＋共分 

戸建＋公賃 戸建＋民賃 

総計  
＋共分 ＋民賃 

＋民賃 

＋共分 
 ＋共分 

名古屋 38          38 

尾張北部 20  2    1 1 1 2 27 

尾張東部 20  1 1 1 1 1  3 4 32 

海部 6          6 

知多 6    1    21 7 35 

西三河 10 1   1   4 9 3 28 

東三河 4      2  4  10 

総計 104 1 3 1 3 1 4 5 38 16 176 

●地域別事業手法 

地域区分 
開発

許可 

開発許可・ 

区画整理 

区画

整理 

旧住

造法 

公的

一般 
新住 不明 総計 

名古屋   38     38 

尾張北部 7  11 4 3 1 1 27 

尾張東部   29 1 2   32 

海部    5   1 6 

知多 2 1 30 2    35 

西三河   27  1   28 

東三河 2  5 1 2   10 

総計 11 1 140 13 8 1 2 176 

●地域別開発主体 

地域区分 
一人 

施行 
組合 公社 

都道 

府県 

市区 

町村 

都市 

機構 
民間 総計 

名古屋  38      38 

尾張北部  7 2 1 3 3 11 27 

尾張東部 2 23 1  1 4 1 32 

海部       6 6 

知多  23   2 3 7 35 

西三河  13  1 10 4  28 

東三河  4 1 1 1  3 10 

総計 2 108 4 3 17 14 28 176 

 

●地域別入居年 

地域区分 ～S50 S51～55 S56～60 S61～ 不明 未定 総計 

名古屋 0 0 0 0 38 0 38 

尾張北部 6 4 2 5 10 0 27 

尾張東部 1 2 1 2 25 1 32 

海部 2 0 0 0 4 0 6 

知多 0 1 2 3 29 0 35 

西三河 1 5 2 7 13 0 28 

東三河 2 0 1 4 3 0 10 

総計 12 12 8 21 122 1 176 

●区画整理事業の開発主体別集計 

地域区分 市町村名 一人施行 市区町村 組合 都市機構 民間 総計 

名古屋 名古屋市   38   38 

尾張北部 

一宮市  1 4   5 

岩倉市      0 

犬山市   1   1 

江南市      0 

春日井市    1  1 

小牧市  2    2 

大口町   1   1 

北名古屋市   1   1 

尾張東部 

瀬戸市   1 2  3 

長久手市   4   4 

東郷町   2   2 

日進市 2  12 1  15 

尾張旭市   3   3 

豊明市   1 1  2 

海部 
蟹江町      0 

弥富市      0 

知多 

阿久比町      0 

常滑市    1  1 

大府市   2   2 

知多市   15 2 2 19 

東浦町      0 

東海市  1 2   3 

半田市  1 4   5 

西三河 

みよし市   1 2  3 

安城市  6    6 

岡崎市   4   4 

刈谷市  2 2   4 

西尾市  1 2   3 

知立市  1 1 1  3 

豊田市   3 1  4 

東三河 

蒲郡市  1    1 

新城市      0 

田原市   1   1 

豊橋市   3   3 

豊川市      0 

総計 2 16 108 12 2 140 

資料：国土交通省「全国の住宅地リスト（平成 30 年度作成）」 
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＜参考＞ 

 

 

○高蔵寺ニュータウンにおける取組み 

・春日井市では、高蔵寺ニュータウンが、新たな若い世代への居住の魅力と全ての住民へ

の安らぎを提供し続けるために、「ほっとできるふるさとでありながら、新たな価値を提

供し続ける“まち”であり続けること」を目指し、平成 28 年３月に高蔵寺ニュータウン

の未来を創造するプラン「高蔵寺リ・ニュータウン計画」を策定した。 

・「高蔵寺リ・ニュータウン計画」では、旧小学校施設を活用した多世代が交流する拠点の

整備、ＪＲ高蔵寺駅周辺の再整備による魅力ある顔づくりの推進などが盛り込まれてお

り、平成 30 年４月には、旧藤山台東小学校施設をリノベーションした多世代交流拠点施

設グルッポふじとう（高蔵寺まなびと交流センター）がオープンした。 

・また、・交通のベストミックスによる『高蔵寺ニューモビリティタウン』を実現し、新た

な若い世代への居住促進と全ての住民への安らぎを提供し続けることで、持続可能で暮

らしやすいまちを実現するための実行計画に取組んでいる。 

●高蔵寺ニュータウンの取組み 

＜多世代交流拠点施設グルッポふじとう（高蔵寺まなびと交流センター）＞ 

 

資料：https://kozoji-nt.com/gruppo/ 

＜高蔵寺ニューモビリティ実行計画の概要＞ 

 
資料：https://www.mlit.go.jp/report/press/content/001341942.pdf 
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○菱野団地における取組み 

・2019 年に福祉、子育て、定住、交通、まちづくりなどの分野を横断したハード・ソフト

両面の取組方針や具体的なプロジェクトを示した「菱野団地再生計画」を策定し、その

後「未来の菱野団地をみんなでつくる会」の設立、「菱野団地再生計画推進協議会」の設

置・開催等、菱野団地の新たなまちづくりに取組んでいる。 

・取組みのひとつとして、地域主導型の「住民バス」の運行がある。 

●地域主導型の「住民バス」の概要 

・誰もが利用しやすく持続可能な公共交通ネットワークの再構築に向けて、2017 年７月か

ら 12 月まで新たなコミュニティ交通の社会実験を実施した。 

・菱野団地の外周道路や主要道路を走り、団地センター地区の商店街・病院・NPO 施設や、

名鉄バス停留所、タクシー乗り場までの日常生活を支えるための交通として、地域のボ

ランティアの方が運転手（15 人）を務め、10 人乗りの低速電動バス（ｅＣＯＭ－８）と

ワンボックスカーの２台を運行した。 

・2018 年８月より、運行が再開されている。 

・瀬戸市が「元気な愛知の市町村づくり補助金」による支援を実施。 

 

 
 

 

 

資料：http://www.city.seto.aichi.jp/docs/2018051500101 

 

 

（２）防災の状況 

○大規模地震災害における死因と死者数、建物被害状況 

・阪神・淡路大震災や東日本大震災、直近では熊本地震による災害等、全国において大規

模地震災害が発生している。 

・当地域においても、最大想定震度７の南海トラフ地震の発生が予測されている。 

●大規模地震災害における死因と死者数、建物被害状況 

 

●愛知県東海地震・東南海地震・南海地震等 人的被害の想定死者数（冬深夜５時） 
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●震度分布「過去地震最大モデル」による想定 

 

●液状化危険度分布「過去地震最大モデル」による想定 

 

 

●浸水想定域「過去地震最大モデル」による想定 
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○愛知県地域強靭化計画（2020 年３月改定） 

・今後の愛知県強靭化に関する施策を国全体の国土強靭化政策との調和を図りながら、国

や県内市町村、民間事業者などの関係者総合の連携のもと、総合的、計画的に推進する

指針として 2015 年８月に策定した。 

・基本目標として、「県民の命を最大限守る。」「地域及び社会の重要な機能を維持する。」

等を掲げるとともに、地域強靱化と地域活性化の取組との調和を目指している。 

・「住宅・都市」の政策分野の推進方針の例として、「住宅・建築物等の耐震化、火災に強

いまちづくり等の推進、多様な手法を活用した迅速な仮設期の住まいの確保」が提示さ

れている。 

●「住宅・都市」に関連する推進方針（抜粋） 
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